
勢働協約の法學的構成
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396 勢働協約の法學的構成

第七章　協約の存績期間

　協約は封人的關係なりと錐も個人法上の契約關係と異なり、

或る事業の勢働組織に關する規範の設定及び適用を目的とし、

其規範は假令相封的にはあれど客観的法規に準すべき敷力を有

すべきもの（少くとも規範力に於て法人の定款に準すべきもの）

なるが故に、協約の同一性を害せすして飽人の之に加入し叉當

事者若くは關係入の之より脱退し得るは寧ろ當然としなければ

なら沿。立法例としても此瓢に付き特別の規定を置くものにフ

ランス法の如きがある。

　第一、加入

　協約の加入には當事着として加入する場合と、軍に協約關係

人として加入するに止まる場合とを囁別し得べしと考ふ。

　當事者は前述する如く協約を攣更又解除する穰能を有すべき

が故に、當事者としての加入は事極めて重大なりとせねぱなら

ぬ。從て當事者としての加入には常に協約各當事者の同意を必

要としなけれぱならぬ。但、當事者は正當なる事由あるに非ざ

れば加入を拒むことを得ぎるものとする。加入の敷果は、其當

時に於ける協約の現状に於て他の當事者と同一の椹利義務を有

するを原則とする。當事者としての加入は傭主の外は唯團結の

み之を爲し得べきは多言を要せぬ。且傭主に在ても、從來の當
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事者が傭主の個人名義に依らす、多敷傭主の團結より成るもの

なるときは、個人名義にての加入は許さやることを得ることに

しなければならぬ、蓋し當事者の一方に團結と個入とが併存す

るは蕾に問題を複雑ならしむるのみならす、當事者間の統制上

鉄ぐる所あるべきに因る。斯くして或る團結が協約に加入する

ときは、其所薦者は総て當然に協約關係人となるものとする。

但、フランス法は此黙に付き、協約關係人たるを欲せざる所属

渚の爲め一定期間内其團結より脱退することを認め且脱退を以

て協約の拘束を免かる、必要件條として居る（同法三一條k三〉。

蓋し適目的ではあるまL、。

　協約は嘗初より多敷當事者あるものあり、叉後旧池の團結叉

は傭主個人が當事者として加入するに因りて多数當事者あるに

至るものがある。就れの場合にても當事者として有する協約の

養更叉は解除の樫能は、各當事者が輩濁に行使して可なるや否

や一慮疑問とする。結局は當事者の意思解澤に依りて淡すべき

問題なるべしと難も、若し疑あらぱ嘗に一方の各當事者協同し

て之を行使すべきものと解する。而して各當事者の協議調はざ

る場合に庭する爲め協約法は適宜の方法を備ふべきものとする

（註一）。

　輩に協約關係人として加入するに止まる場合には、一見協

約に反封の規定なき限り、加入者の軍濁行爲にて足うるやうで

ある。然れども實際上必すしも然らざるものがある。此場合の
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抑入には、團結が加入する場合と個人が加入する場合とあり。

團結の加入に付ては加入者の一方的申入にて事足るものと解す

ぺしと難も、萬全を期する爲めには、協約當事者をこ、て加入の

申入を受けたる後一定の期間内は異議申立を爲し得るものとす

ぺきであらう、蓋し假令協約に加入反封の規定なしと錐も、當

事者は必すしも無條件に加入を許すものとは断言し得ないから

である。次に個人の加入に付ては更に二の場合を優別する必要

がある。其一は各勢働者の加入する場合にして、此場合には彼

等は當事者團結に加入するに因るの外。輩濁の加入を許さやる

ものとする、蓋し協約上の義務は當事者團結の統棚椹を以て有

力なる搬保とするからである・。從て螢働者の加入には團結加入

の合意を必要とすることになる。其二は傭主の如入する場合な

るが、之れは前上當事者としての加入と同様に取扱ふべきもの

と考へる。

　第二、脱退及び告知

　協約の存績期間如何。實際には存綾期間の定めなき協約なき

にあらすと錐も、大凡協約は或る期聞内勢働の李和的秩序を作

出維持するに在るが故に、立法論乏しては相當の期聞を規定し

本期として之に依らしむる必要が凌）る。立法例は三年乃至五年

とし居るやうである。余輩は寧ろ一年以上五年以内に於て存績

期間を定むべ：きものとし、若し五年を超ゆるときは之を五年に

短縮するものとしナzい。フランス法は別に或る事業の縫績中存



第　七　章　　協約の存縷朔間 399

績すべき協約期間を規定して居る（三一i條）蓋し．姜嘗である

（註二）。

　從康の學説としては、協約に存績期間の定めなきときは、或

は各當事者に於て何時にても告知を爲し得るものとなし、或は

重大なる事由あるときに限りて告知を爲し得るものとなし、或

は同種の協約に於て通常定めらる》期間以上に存績せざるもの

となし、或は相當の豫告期間を以て何時にても告知し得るもの

とする。按参るに是等の見解は雇傭契約に闘する原期を協約に

準用せんとする趣旨のやうである。然れども勢働契約は直接に

勢働者の身柄に或る覇絆を生すべきに反し、協約は決して然ら

す．輩に勢働契約の内容を形成憂更するのみにして・螢働契約

そのものに付ては之を締結すると否と全く自由なるが故に、其

存績期間乃至告知に關して二者を同等に取扱ふは必すしも正鵠

に中ナこらぬ。即ち勢働契約維了の事由と協約維了の事由とは別

個の問題として其事物の性質目的に照して各別に解洪を與へな

けれぱならぬ。而して余輩は協約の目的観に依り、約協に存績

期間の定めなきときと錐も、少くとも短期一年間は本則として

告知を許さ）るものとするを姜當と信する（ス辛ス債務法三二

二條三項参照）。

　存績期間の定めある協約は本則として其期間内告知を許さ℃“

るべきは當然である。然かも雇傭契約に於ける如き、非常告知

擢を弦にも認める必要なきや否や。蓋し協約は一定の繹濟事情
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を以て基礎とするものなるが故に、若し経濟事情に或る種の憂

化を生じたる爲め、現行協約を維持することが或は傭主の事業

の途行と相容れす叉は勢働者側の從家維持し來れる生活標準と

相容れざるものあるに至るときは、協約の存績をして全く無意

義ならしむべぐ、此事情の下に假令之を存績せしむること、す

るも、結局、大勢に制せられて協約違反の事實を誘致し、却て榮

働に關する李和的秩序を棄ること、なるであらう。故に從來の

學説は一定の事由あるときは非常告知穫を認めて居る。但、協

約には必すしも同一事情存績の約款（clauslaτebus　siGs伽七ibus）

るものと推定するのではない。換言せば本則として事情の憂更

の爲め當然協約が失敷するにはあらで、當事者の告知を待ち

て絡了するものと解するのである。而して一説は專ら其根擦を

ぱ重大なる事由の登生に求め、更に何を以て重大なる事由と見

るべきかに付きては、當事者が協約の當時豫見せる一般景氣に

付き重大なる憂化あること、新なる作業方法が施行せらる、に

至り、之に依らざれぱ當該事業の織綾の見込立たざる事情生す

ること、叉は協約が豫料せる關係事業にストラィキあり、爲め

に當該事業を失敗に騰せしむること等を掲げて居る。之に封し

て飽の説は專ら當事者間の信認關係に著眼し、或は當事者の一

方に重大なる協約違反の行動あるとき、ヌは多数當事者ある協

約に於て或る當事者の脱退せるとき、團禮が當事者たる場合に

於て多数の團膿員が一時’に脱退せるとき（M批ssenaustri助　は、
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軌れも非常告知樫ありとして居る。余輩も前上述べたる理由に

依bて大髄に於て是等の見解に賛するものである。然れども協

約の告知は少くとも一時的に勢働組織に關する李和的秩序を破

却するものなるが故に、その事業の性質上公共の利盆に重大な

る關係あるものに付ては非常告知権に代へて非常改訂構のみを

認むるか、叉は新協約の成立するまでは奮協約の絡了を認めざ

るが如くするを一一層適目的とすぺく、ヌ事業の性質如何に依り

てはスライデイングスケーノレに依うて賃金及び時間を自働的に

調節せしむるの必要凌）りと信する。但、以上は法律論と謂はん

よりは寧ろ立法政策上の問題なるべきが故に、蛙では之れ以上．

穿墾しない。

　攻に協約當事者の脱退は即ち一部の告知と解して不可なきが

敵に、本則として前上の説述に準じて取扱ひ得べしと考ふ。而

して當事者團結の脱退あるときは當然其所属者も亦協約より脱

退するものとする。問題となるは當事者の脱退は常に協約告知

の事由となるや否やの黙である。理論上は獲留當事者との間に

協約關係を存績するを妨げす、唯、或る當事者の脱退せる爲め

約協關係に重大なる憂化を來たすと淑こ限む、他の當事者にも

告知構を與ふれぱ足るもの＞如くである。然れども之を實際に

付いて見れは㌦或る當事者に脱退の事由生す・るときは、通常他

の當事餐にも亦同穣の事由存するものと推定すべきが故に、嘗

事者の脱退は常に催の當事岩に告知権を生するものと解するを
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姜當とする。但、飽の當事者に於て此告知灌を行使すると否と

は固よb其自由なれども、相手方の地位を保護する爲め可及的

短期聞内し告知を爲すか否やを催告し得ることにすべきであ

る。

　最後に個入が協約より脱退する場合如何といふにフランス法

の如きは大禮に於て勢働契約に準じて此問題を取扱つて居る。

帥ち協約に存綾期間を定めざるときは本則として何時にても一

ケ月前の豫告を以て協約より脱退し得べし、之に反して存績期

間を定めナZると識も法律に列暴しナごる者（三一條1）以外は亦同

様の手績に依りて脱退を爲し得るものとしてある。其飽、脱退

橿の微棄、脱退せざる契約の有敷期聞等に付き規定を置く（詳

細附録法文墾照》。然れども余輩は脱退を以て協約の～部解除と

爲すものなるが故に各個の勢働者に在ては其所属團結より脱退

せすして協約のみよも脱退することを認むること能はす、依て

協約よ蔭の脱退は結局圃結よりの脱退と同…に鑑著するのであ

るo

　勢働者は其所属團結より任意に脱退し得るや、此黙は各國立

独例大要…致するものにして嘗ても論じたる如ぐ各國とも事實

上任意脱退の自由を認めて居る（註三）。換言せぱ勢働者は團結

の自由あるも團結の灌利がない。我國に於ては此黙に關する直

接の規定なきが故に頗る疑問なれども同時に團結に關する契約

（叉は合同行爲）を無敷とせざるは勿論之より訴椹を生せざる旨
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の規定も存せざるが故にイギリス、ドィツヌはフランスと同穣

に論すぺきものでな》。依て團結所薦者が脱退するの穫利に關

しては結局團結そのもの、法律的構成に照すにあらざれば湊定

し得ざること、なるも假りに之を民法組合に準じて考ふるに團

結所属者の脱退は必すしも無制限に自由でないことが判かる

（民法、六七八條）。且此黙は嘗ても論じ泥るが如く螢働契約よも

の脱退（告知、解約申入）とは必すしも同様に決すべきものでな

い、從て民法雇傭契約の解約申入に關する規定とても必すしも

悉く適用さるべきものでない。更に資本家側に就いて同檬の場

合を見るに公法人たる各種組合には本質上組合員に股退を認む

べぎ籐地がないものが多い（例、農會法四條七條，酒造組合法五

條、畜産組合法八條其飽）又商事會肚の場合を見るに合名會肚の

肚員の退肚に付ては組合と略ぽ同様の’制限あり（商法六八條〉合

資會肚の無限責任肚員に付き略ぼ亦同じ（商法一〇五條）、更に

株式會肚に在ては株主退肚の制度なしと錐も株式譲渡の制あり

而して是れ畢寛株主の更替に外ならざるより見れば株式會阯の

魁員（株主）は會肚に封する全部の免責を得るまでは事實上脱退

を許さやるものと解して大過あるまい。特にカノソテノソに至てぽ

其法的構成を軌れに探るにしても所薦者の脱退に劃する’制限は

商事會肚の肚員又は株主より一層重大である。乃ち斯くの如く

にして資本家側が其経濟上合同取引の實力を蓄積保全するに付

き其合同騰を維持する権利あるものとせば、同様に努働者側も
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合同取引の上に有し得る唯一の實力πる團結の振張保全を目的

とすべき法的手段を與ふべきは蓋し公李の観念に適するものと

考へる。要するに國家が契約自由の原則を撤去し強行法を以て

一切の勢働關係を規律すればいざ知らす。さもなくして依然と

して契約の自由を存置するものとせば其自由の眞成なる實現を

期せしむる爲め既に傭主側に許與しセると同等の灌利を勢働者

側にも許與すべきであるまいか、而して是れ即ち團結の構利に

外ならの（註三）。

　然れども現在の所謂肚會階級なるものは嘗ても論じ氾る如く

身分法上のものでない、されぱ各人は階級法たる協約法制に依

るも必すしも法律上その就職の保障從て叉その生存の保障を得

ること能はす、且現行法は術ほ一般に職業を選揮すべき自由を

許すが故に、各勢働者は少くとも自己の就職と自家の生存との

爲め職業を選定すべき責任と自由とがある筋合である。此黙に

付ては假令團結の罐利を以てするも干渉することを得ざるもの

とせねばなら鍛。故に螢働者の團結灌が幸に認めらる、にして

も團結所属者の脱退は一定の要件の下に認めなけれぱならぬ。

而して團結、よ通常存綾最長期間の定めなきものなるが故に民法

組合の規定に準じ所属者は已むことを得ざる事由あるときは何

時にても脱退することを得べく．又團結の爲め不利ならざる時

i期に於ては特に已むことを得ざる事由なしと錐も脱退すること

を得べきものと解するのが正當である（註四）。而して努働者が
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其團結より脱退せば他の責任は兎に角として協約上の拘束より

は當然に亦免脱したるものとする。

（註一）　ドイツの判例には多敷當事者ある協約に在ては本則として各

　　當事者軍濁にて解除穰を行使し得るものとする、其理由に日く

　　各當串者間に組合關係あるにあらざれば協同乃至多激決に依ら

　　しむる理由がない、然るに通常は此關係なく各自輩凋に當事者

　　となる者にして殊に所謂遍次的成立（Sukzssiv▽ersclhliessung）に

　　於て然りとすると（Karger－Erdlnalm，II．S．38f巳）。然れ共問

　　題は組合關係の有無に關するにはあらで專ら多籔嘗事者ある法

　　律關係の統一的取扱てふ立法政策上の理由に闘するQ民法にも1

　　批趣旨が少くない（日民、ご五一條、四二八條、五四四條其他）。

（註二）其事業が五年以上に亙るものなるときは五年の期聞を定めた

　　るものと看傲す（三一條1）。

（註三）Vgl．Loewenfield，Archiv£SoziaL　Geset。u・Statistik，14

　　S、4マ4蕉

（註國）弦に已む二とを得ざる事由とは例へば下の如くなるべきか。

　　部ち（一）努働者が屡結に加入し居るときは献職を爲すの見込な

　　きとき（協約には通常劣等又未熟の者の爲めには就努條件低下

　　の特擢を認むるが故に就職不能の揚合は蓋し宰なるべし）、（二）

　　協約に規定なき他の職業に轄するか、全く慶業するカ’叉は協約

　　適旧匠域外に去るべき時（三）有利なる髄の協約團罷に加入すぺ

　　きときとする。蓋し以上の如き事由なくして漫に團結より脱退

　　するは、階級法上不正の競雫を爲す目的に出づるものと推定し

　　得べきが爲めである。而して或る第働者に果して脱退の事由あ

　　りや否に弱孚あるときは協約機闘の決定を求むぺき者とする。
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　　第八章　　協約違反と救濟手段

　　　　　第一笛　協約蓮反

　協約は相豊立する當事者團結の間に於ける契約關係なるが故

じ正確に協約建反勲よ此契約關係に封するものにして從て又協

約営事者に付てのみ考へ得べき問題である。但、此黙は議論が

ある。或る見解は協約關係人に付ても亦協約違反ありとする。

蓋し一は協約そのものに闘する見解の相異する爲めにして叉一

には所謂協約違反なる事實に附する用語の相異に基くのであ

る。貌れしても吾人は此後者の見解には左祖しない（註一）。

　今協約が一完び成立するときは以後當事者團結の構成分子た

る各傭主又は各勢働者は協約に封して二重の法的地位に立つこ

と、なる。部ち其一は協約當事者團緒の構成者として内部的に

協約を支持すべき義務を負ひ、若し協約の本旨に反する行動を

爲すときは第一農に於て其所薦團結の統制灌に因りて制裁を受

くべく、其二は各個の傭主又は勢働者として外部的に勢働契約

の當事者となり、、若し契約に違反するときは普通私法上債務不

履行の責に任するものとする。斯くして弦に協約違反、契約違

反及び團結違反なる三種の観念を生するに至る。

　←一）協約違反は協約當事者が協約上の債務を履行せざるに因

りて成立する。協約當事者は前にも述べ沈る如く互ひに季和的

義務を負ふ、此義務は通常協約期間内に於て孚闘手段を施用せ
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ざることの滑極的債務の形をとるも、稀には所薦者が不法に始

めたる雫闘手段を停止せしめ事態を原状に復せしむることの積

極的債務の形をとることもある。當事者が協約に違背して自か

ら雫闘手段を施用し又は、他人の争闘手段を停止せしめざると

きは協約違反の責任を冤かる、ことを得ない。其他當事者は時

に特別の債務を負ふこともある、例へば協約の規定に從ひて協

協機關の構成者を選出し機關の構成に協力し又は相手方當事者

と倶に職業紹介、徒弟訓練に協力すべきが如し。當事者若し是

等の給付を爲さざるときは亦協約違反の責に任すべきである。

　協約違反は蜜事者團結そのもの、行爲でなけれぱならぬ、團

結代表者が擢限内に於て爲したる違反行動は協約蓮反とする。

團結所薦者が箪逐蜀に違反行動に出でたる場合にても加捲者の激

が願薦着総敷の過竿数に達するときは亦協約違反を以て論する

を正當とする、蓋し團結は畢寛所薦者の協同に外ならざるが故

に其過雫歎の行動は事實上團結そのもの＞行動と選ぷ斯がない

からである（ユユジイランドー九〇八年改正法六條三項滲照）。

i其飽の黙に付ては特に説明を要しないであらう。

　（二）契約違反とは協約關係人が勢働契約を爲し其契約上の債

務を履行せざる揚合である。協約中の勢働規範は當然に各關係

人の爲す努働契約の内容を形成し爾後契約の條項として傭主及

び勢働者を拘束する。帥ち各關係人は協約に因りて直接に法律

關係に入るにはあらで勢働契約を懸じて始めて法律關係に立つ
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こと、なる。依て例へは協約傭主が協約賃金を支彿はざるとき

叉は協約勢働者が協約に許可せる以外の休憩を爲すときは倶に

勢働契約の違反とはなるも協約違反とはならぬ。

　個人としても相當に實敷あり得べき孚闘手段を施用せす』叉・は

之に加捲せざるの義務も亦協約力形成的敷力に因りて欝然各個

の努働契約の約款となる、依て勢働契約の當事者たる傭主叉は

努働者が協約の本旨に反して斯くの如き雫闘手段を施用しヌ1は

之に加推するときは契約違反となる。然れども此場合に付其箏

闘手段が所属團結の命会に因りて爲されナこるか將π當該勢働契

約當事者が軍濁に爲したるかに因りて同時に弛種の違反とな

る。團結の命令に因りすこるときは契約違反の外に街ほ協約違

反あり、之に反して軍濁に爲しねるときは契約違反πると倶に

團結違反となる。

　（三）問題となるは傭主と勢働者とが合意の上協約に反する給

付を爲したる場合である、例へば協約は工場外從業を禁止する

に拘はらす工場主と職工とが通謀して工場外從業を約し且之を

實行し沈るが如く．叉傭主が申出だせる協約賃率以下の賃金を

勢働者が甘受したるが如し。是等の場合はいづれ略當事者の合

意に因るものなるが故に契約違反を以て論すべからす、然かも

又協約當事者間の問題にもあらざるが故に直ちに協約違反とも

断すべからす，按するに斯くの如きは協約當事者に劃しては恰

かも第三者に因る債権侵害にして實際上不法行爲を構成するも
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のに外ならす。余輩は此種の行動を以て團結違反と稗するので

ある。蓋し是等の行動は原と違反者の軍獅行動にして團結の命

令に因り沈るにあらざるは勿論、協約を支持すべき當事者團結

の本旨に反するものなるが故に、各團結は夫々違反者に封して

内部的統制灌に基ぐ制裁を課すべきとのとする。前掲勢働契約

當事者が軍濁に雫闘手段を施用することも亦同一の理由に因り

て團結違反となる。

　協約傭主が協約賃金以下ならでは協約勢働者を雇入れざる旨

を告げて雇入の申込を斥くる揚合は如何。此場合には未だ勢働

契約成立せざるが故に契約違反を以て論すべからす、叉各個の

傭主罰勢働者間の問題なるが故に協約違反とも謂ふべからす。

協約傭主は水則として協約の條件にて勢働者を雇入る、債務を

負はざるが故に螢働者の申込を輩純に拒絶することは必すしも

不可なしと錐も協約賃金以下にあらざれぱ雇入れすとの制限を

附するに至ては結果に於て協約を失敗に勝せしむるものにして

協約團結の本旨に反する行動と謂はざるを得まい。依て余輩は

之を以て亦團結違反とするのである。其他、例へば協約はスト

ライキ加謄者の復職を命するに拘はらす、協約傭主叉は加携勢

働者が之を實行せざる如き、叉傭主が或勢働者の協約機關構成

者たり又は協約當事者團結の所属者たるの故のみを以て雇入れ

ざるが如き、いづれも軍濁に雫闘手段を施用するにあらすんぱ

則ち或る他の假装的口實の下に之を施用するものにして協約に
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反する行動に外ならざるが故に亦團結違反と断じなけれぱなら

ぬo

　協約に優先雇入の特約ある場合に於て傭主が侮の協約外勢働

者を先づ雇入れたるときは如何。斯くの如き特約は時に特定の

傭主と特定の勢働者とを名義人として綜合的勢働契約の豫約だ

るものがある。此場合に於ては若し其特定の勢働者の一人が優

先的雇入の申込を爲したるに拘はらす、他人に優先的地位を輿

へたるときは是れ契約（豫約）違反なること多言を要せぬ。之に

反して協約そのもの＞一條項として軍に一般的に優先雇入の特

約を爲しπるに止まる場合は假令或る特定の協約螢働者が偶々

優先的雇入の申込を爲し托ればとて傭主は術ほ他の協約勢働者

に付ても雇入選揮の自由を失はざるが故に其申込を拒絶するも

爲めに必すしも違法とならぬ。要は総ての事情を綜合して其傭

主が特約を失敗に離せしむる事實見はる＞ときに限今團結違反

とすべきものと信する。

　（四）傭主の團結違反は其傭主が輩なる協約關係人たる場合に

限りて生する。若し其傭主が同時に協約當事者なるときは其違

反行動は即ち協約違反となる。

　之を要するに協約違反、團結違反及び契約違反の三者を匿辮

する實盆は違反に封する責任の所在を明かならしむるに在る。

郎ち協約違反に在ては協約鴬事者團結に責任があ弧契約違反

と團結違反とに在ては違反者個人に責任がある。但、個人的違
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反にても所属團結の所属者遇竿敷に達するときは之を協約違反

と看橘哉すベミきこと前述ク）5重b・である◎

　協約堂事者に責任あるは輩に協約違反の場合のみでない。協

約は往々別に所薦者の團結違反叉は契約違反に封しても亦責に

狂すべき旨の特約を含むことがある。而して所薦者の團結違反

に付ては協約に反封の規定なき限り寧ろ其當事者團結に於て之

れを防止又は鎭制すべき債務ありと解すべきである（前出〉。協

約違反に劃する救濟椹は本則として常に相手方たる團結に騰属

する。但協約違反の外に契約違反ある場合には後者の被害者も

亦別に救濟灌を有する。蓋し此者に封しては協約は第三者の爲

めにする特約を包含するものと解して差支ないからである。

　契約違反は本刻として蓮反者と被害者との個入的關係に於て

救濟せらるべきものにして制法に別段の設備なきときは債務不

履行の問題として夫々解決せらる、こと、なる。

　團結違反は第一段に於て違反者と其所属團結との間に於て解

決きるべきものとする。若し其所薦團結が適當なる制裁を加へ

ざるときは爾後之を以て其團結の協約違反と看徹すべきであ

る。之に反して適當の制裁を加へたるも其敷なかりしときは第

二段に於て相手方團結は違反者に封して救濟罐を取得するもの

とする。何となれぱ其違反者は其團結違反を固執するに因り所

囑團結より脱退せるか』叉は除名せられたりと看徹すぺきものな

るが故に、相手方は之に封しては最早や協約に拘束せられす箏
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圃手段を施用するの自由を同復せりと認めらる、からである。

　　　　　第二節　救濟手段

　第一、現行私法上の救濟手段は協約違反其飽の違反に封して

は頗る不適當又不徹底たるを免かれない（註二）。

　（一）協約關係も嘗て述＾ミたる如く壁務的なるが故に本質に於

ては隻務契約に俘ふ所謂同時履行の抗辮に關する規定を之に準

用すべきものとする。契約違反に封しては此抗辮も相當に探用

して敷あるべしと錐も、協約蓮反叉は團結違反に封しては抗辮

の結果事態を遷延せしむるが爲め却て雫議をして悪化せしむる

の虞れがある（註三）。

　（二）違反行動に因りて被害者が損害賠償を講求し得るは私法

一般の原則として殆んど言を待π組。イギワスは勿論ニユジイ

ランド、フランス其飽の判例及び立法例も亦損害賠償の制度を

協約違反其飽の場合に探用して居る。然れごも此問題に關して

は二三濫意を要する瓢がある。帥ち（A）勢働者側の違反に劃し

ては勢働者が概して無資力なるが故に損害賠償の講求も多くは

徒勢に屡する（註四）。

　加之勢働賃金を無限に差押ふることは勢働者の自滅を強ゆる

結果となり其家族の困厄と併せて魁曾問題を増加するに至る。

されば若し依然螢働者に劉しても損害賠償の責任と課すべくん

ば本人茂び家族の生許を奪はざる程度に焚てのみ之を爲し得る
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ことにしなければならぬ（ニユジィランドー九〇八年改正法二

〇條塗照）。

　（：B）勢働者團結には通常財産あるが故に、之に劃しては損害

賠償の請求を爲すも相當に敷果がある。然れども團結財産を無

制限に差押ふることも亦團結を破壊して合同取引を不能ならし

め因て箏議をして悪化せしめ往々牧拾すべからざる事態を誘致

することがある、般鑑遠からす近くイギリスの丁誼V＆王e　Ca船

等に在り。合同取引も一の私法上の取引なるが故に當事者は凡

ての場合に於て其纒濟的生存力のみは常に之を維持せしむる如

くせざるぺからす、叉勢働者團結は勢働雫議の李和的解染の1爲

めには今や飲くべからざる役割を演するものなるが故に之を破

滅に放任するが如きは協約法制の根抵を破壌するに外なら露。

然り而して之と略ぼ同様の事情は亦た傭主艮び其團結に付ても

存する。蓋し傭主の資力は大孚事業に投資せらる、のみならす

其信用も極度まで資本化せられ居るが故に。傭主側に醤して無

限の賠償責任を課せんか途に其事業の破滅を來たさしむべく、

幸に破滅に至らすとするも事業の繧螢及び駅行に多大の不便を

與ふべく、軌れにするも延いて勢働者側の利害にも悪影響を

及ぼすべき筋合である。而して協約違反といふが如き大量現象

に至ては損害も亦概ね亘額に達すべきが故に通常の傭主として

は殆んど之れが賠償に堪へ得るものでない。（C）且、實際上最

も困難を藏するは損害額の豫見と算定とである。特に勢働者側
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の違反に因りて傭主側が果して如何なる損害を蒙るべき刀・は殆

んど豫見することが出來ない（註五）。叉協約又は團結の違反に

在ては關係人多敷なる爲め被害の算定が極めて困難となるは多

言を要しない（註六）。乃ち大要場上の理由に因り協約違反其侮

に封する損害賠償は豫め違約金其飽の形を9て限定し置くを正

當とする。此黙は學説及び立法例の倶に認むるところとする。

　①）協約違反に因りて當事者團結が損害賠償の責に任すべき

場合に於て若し之を完濟し得ざるときは各所属渚に於て各肖有

限的に連帯して責に任すべしとする立法例がある（ニユジィラ

ンドー九〇入年改正法二四條墾照）。　これ軍に事宜に適したる

庭置と穣すべきのみならす亦實に協約法人の實鰹に適合したる

立法例と信する。蓋し團結は畢覧多数勢働者の協同そのものに

外ならざるが故に團結の責任は當然亦た協同せる各勢働者の責

任と謂はねぱなら臓、唯各人フ）責任を連帯（Jointly職d　seve烈一

1y）とせるは必すしも當らす、嘗に賠償金の総額を所薦者全員

に、本則εして李等に分捲せしむべきものと信する。而して一

人の分携額の差押に關しては週叉は月の割賦彿とするときは勢

働者の生計を著しく脅威せざるべきかを考へる。

　（三〉私権の實行及保護の爲めにする民事訴訟手績が普通私法

の救濟手段を供する上に於ても不便且不十分なるは既に定評慶）

るところである。若し之を協約上の樫箏li救濟の爲めに利用せし

むべくんぱ一層大なる不便と敏隔とを戚するであらう。協約法
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上の救濟は法律問題の解決のみなら漆利害及び威情の問題の調

停をも必要とするものなるが故に、通常裁判所の構成者には其

取扱極めて不適任とする。又手綾に至ても簡捷を要求し且臨機

の庭置を必要とするが故に民事訴訟法の如き形式主義を以ては

之に慮じ難しとする。されば協約法の爲めには特に裁判所の分

化を希望して已まざるものにして各國立法例亦概ね此希望に翻

はんとして居る（附録法文墾照〉。更に協約上義務の強翻履行に

至ては民法及び民事訴訟法の規定は外形の如何に拘はらす實際

に施すことは殆㌔ど不可能であらう。例へば勢働者團結が協約

上雫闘手段を施用せざるの不作爲債務に違背して孚闘を爲した

る場合に於て果して民法第四百十四條三項の規定を適用するを

相當とすべきか、又團結が所麟者の不法箏闘を禁止すべき義務

あるに拘はらす之を禁止せざりしときも民訴法第七百三十潤條

の規定に依り遅延賠償叉は損害賠償を命するのみを以て果して

所期の敷果を敗むべしとするか。其飽、協約當事者が協約に違

反して協約機關、職業紹介其飽の事情に協力せざるとき、又傭

主が協約の命する工場設備を爲さす乃至工場委員を選任せざる

ときは如何に之を強剃履行せしむべきか。乃ち是等は事いづれ

も大量行爲に關し、民法及び民事訴訟法の倶に豫料せざりしも

のなるが故に、之に適含すべき規定を存せざるは寧ろ當然と謂

はねぱならぬ。要するに民事訴訟の堪ふべきは本則として執行

機關（執違鹿、執行裁判所）が適當に庭理し得べき事項に止まる
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べきものなるが故に、その能力を越えて協約事項の如き方面に

まで之を流用するは正當でない。

　第二、協約法飼に特有なる救濟手段としては別に團結の自救

椹と官廃の行政慮分とを適度に使用すぺきものとする。．然れど

も此黙は全く立法問題に属し本研究としては蛇足たるべきが故

に鼓には二三没意事項を掲ぐるに止め、其詳細は別個の研究問

題として、他日を期することにしナaい（註七）（一）團結の自救樫

は協約と有機的闘係に在るが故に其敷果の直接的且有敷なるは

今更言を要しない。唯法棚上の注意としては其濫用及び超過に

至らざるに努むべきのみ。

　團結の雫闘手段は自衛的のものと自救的のものとに分つ。自

衛的孚闘は專ら協約成立の爲めにする合同取引に附帯するもの

である。之に反して其自救的なるものは相手方團結叉は個入が

爲せる協約又は團結違反に劉して協約上椹利の實行を目的とす

るものにして性質上強制執行方法に薦するものとする。帥ち國

家が自救的雫闘を許可するは畢覧團結の魅會力を國の執行方法

として利用するに外なら臓。今夫れ肚會力が法の支持者として

事實上各種の櫃利を救濟しつ＞あるは顯著なる事例である。而

して或る意昧より謂へぱ法の理想は権利が裁判外に於て魁會的

に實行せらる、黙に存する、要は肚會力の施用が却て偶々公序

良俗を害するの恐れなからんを期するに外なら鳳。近世私法は

本則として椹利の自救を禁すれども鼓に所謂自救は彊暴に亘る
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場合に外ならぬ。從て公序良俗を害せざる趾會力の自救は固よ

今法の禁止せざるところである。故に假令實力に訴ふる自救行

爲にても公序良俗に反せざるものは國家が之を椹利救濟方法と

して許容するに付き何等不可なかるべき筋含である。

　團結自救椹の最も普通のものは所属者の除名である。自己の

所薦者の除名に付ては私法上翫に認められて居る、例へば肚員

又は組合員の除名の如し。弛の團結の斯属者を除名せしむるこ

とは普通の請求構の行使に過ぎすと錐も協約法に在ては除名者

に封しては協約上孚闘手段の禁止には制限なきが故に、除名の

講求そのものよりも除名後其者に劃する孚闘手段の施用が自救

の目的となる。

　ストライキ、ロツクアウト、ボーイコツト、ブラツクリスチ

ング等も亦自救構として利用せられる。ストラィキ及び・ツク

アウトは動もすれぱ公安又は公盆を害するが故に協約期間内は

絶封に之を禁止言る立法例もある（例、ニユジイランド）。叉、事

業の性質が公安又は公盆に重大なる關係あるものに付ては假令

自救の爲めにす急場合にても極めて愼重ならしめねばなら諏．

概して謂へば一定の豫告期間を以て相手方に雫闘開始を通達せ

しむる二とを以て適法要件とするの外ないであらう。固より雫

闘の目的は純然たる権利救濟に限らるべく、其手段も暴行、強

追其弛一般刑法の規定に抵鰯してはなら澱。ボーイコツトに至

ては稽や李穏に行はれ得るが故に團結自救権としては一般に：施
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用可能性がある、且これは自他の所囑者に封して倶に施用し得

る。ボーイ・ツトの宣言は宣言者と縄交者と被絶交者との三面

關係を生する。宣言者は團結にして、被絶交者は協約又は團結

違反者である。ボーオコツトの手段は輩に人的縄交のみなら

す、経鰭的絶交にも及び得べしと考へる。例へぱ傭主が被経交

着たる場合には之に封して原料若くは勢力の供給を停止しヌは

商品を需給せざるが如し。ボーイコツトも亦之に乗じて名轡又

は信用を殿損するが動き不法の行動を爲すべからざるは勿論に

してその適法要件としては開始の豫告を爲すの外爾ほ宣言に於

て絶交の理由を公明に開陳すべきである。最後にプラツクリス

チングに至ては一期間を限定せざるべからす、永久的のものは

爲めに勢働者の職業を奪ふに至り自救行爲の超過となるであら

う。同一の理由を以て復灌の制度をも併せ設くる必要がある。

　（二）民事訴訟法にも強制履行、假庭分の如く直接人の行爲

を封象とする執行方法ありと錐も其本來の面目は寧ろ財産的執

行に在り、且民事訴訟の開始は本則として権利侵害の既存を前

提とす、侵害の豫防に付ては假庭分手績の一途に依るの外特に

言ふべきものがない。然るに大量現象セる協約關係に至ては一

乾び庭分の機を逸せんか大事忽ち到りて時に牧拾すべからざる

事態を生するが故に事前に於て懸急の庭置を爲すを要し、從て

多敷の場合に於ては多敷人に行爲を命じ又は禁すべきこと、な

る。英派に於ては夙に衡李裁判所の登する命令及び禁止の令状



第入　章　　協約違反と救濟手段 419

あ転、就中禁止令状（Writ　of　Inlunction）は從來勢働箏闘にも利

翔せられ相嘗の敷果を牧めて居る。此令状は固よb司法上のも

のなれども、元家普通法上救濟手段の敏陪を補足する目的に寓

でたるの故を以で必すしも訴訟上の形式に拘泥せす直接に人の

行爲を豊象として執行力を有し實際上行政庭分に類するものが

ある。

　余輩が協約の救濟手段として行政庭分を利用せんとするは至

く其行動が自由にして臨機の慮置に適し且直接に人の行爲を封

象として働ぐが爲めである。固より協約事件の法律問題は司法

裁判所の手を煩すの必要わり且之を適目的となせども、民事訴

訟法の假庭分に相當するもの及び強制履行若くは之に代はるぺ

き執行方法に付ては別に適當の限度に於て行政庭分を借用する

必要ありと信する。例へば協約欝事者たる勢働者團結が其所属

者の不法雫闘を協約に從ひて鎭撫せざるか又は鎮撫に努めたる

も数なか・しときの如きは相方の申立を以てヌは職樫に因りて

行政露分を爲し以て其鎭撫の實を墾ぐべく、其池當事者執行機

關が協約機關に協力する爲めに必要なる役員選基を爲さやると

き、叉は協約の命する職業紹介を爲さやるときの如き亦行政塵

分として選基の執行叉は職業紹介の設備蓮螢に當るべきであ

る。樹ほ協約上命ぜられセる工場内の諸設備の如きも羅験ある

行政官憲の代執行に委ぬるを穣當とする。其侮協約上の義務を

履行せしむる爲め刑法の規定及び民事訴訟法の間接的執行の外
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に適當の秩序罰を設くる必要がある。是れ治安維持の爲めにも

敏ぐべからざる所と信する、，此瓢に關しては晶ユジイランド法

には墾考となる規定がある（附録参照）。

　實質上私法關係たる協約ノ）執行に付き行政庭分を取入る、こ

とは、一一見奇なるが：如しと錐も之に封しては理由なきにあらす。

蓋し司法と行政との匿別は概念的には存すれども具髄的には必

すしも然らす、目的は手段を選ぶものにして或る執行方法が實

質上必すや司法に属し又行政に属すといふは正當でない。個人

的私法上の問題は通常裁判所の管轄に薦せしむるも概ね其目的

に副ふべしと錐も階級的私法の問題に至こは性質上大に之と異

なるものあり、事個人間に止まらす直ちに公安公盆に影響する

ものなるが故に寧ろ行政上より之を取扱ふを姜當とするのであ

る。

　之を要するに協約に關しては勢働雫議の調停仲裁と關雛する

が故に協約事件は少くとも純然たる法律問題を除くの外は之を

特別の調停仲裁機關の管轄に属せしむべく協約の救濟手段の如

きも亦特別機關と行政官講との協力に因bて機宜に適したる虜

分を爲すべきものとする。

（註一）翻約を以て各個入の債構關係と解すれば各個人（即ち余輩の

　　所謂關係人）に付ても協約違反を生すぺきは嘗然である。．又例

　　へばSinzhgimor（：B）s．135Eの如きは各關係入に付ては協
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　　約違背（UIlgehorsam）を生じ、當事者に付ては卒和殿潰（Fr三e－

　　densbrて1ch）を生すと爲し・協約違背とは各關係人が協約中の勢

　　働規定に違反する揚合をいふものとする。同氏の考案に依れば

　　協約の救濟手段として團結的自己執行（Sdbstexekution）なるも

　　のを認め、嘗事者團結は自己の所驕者に協約違背あるときは自

　　己執行の義務（P且ich七zur　Selbstexekution）あるものと解する

　　（ibid．S。M5f£）。余輩の見解も違反の根本観念に至ては同毘

　　　と大差がない。フランスの學説は一方に於て協約雷事を集團又

　　は個人傭主に限定せるに拘はらす、協約違反を理由とする訴灌

　　は集團のみならす個人募働者にも與へる（R乱yl1翫ud（B）P．1

　　84et　suiv．）同國協約法は個人が斯くの如き訴罐あるときは其

　　所属集團にも本則として亦訴灌を與へて居る（同法三一條V）。

　　同國法は協約當事者と協約に拘束せらる・者との匠別を嚴守す

　　れども後者が協約上に於ける地位と勢働契約上に於ける地位と

　　は一慮不明たるを発れぬ、此鮎は同國從來の見解として協約は

　　　公私爾様の訴穫（個人の利盆に關しては個人的訴椹を生じ、集

　　團の利盆iに關しては総鵠的訴罐）を生すとする醤套を脱しない

　　　ものと見る。余輩は協約訴礎と契約訴椹とを徹底的に匠別する

　　　のである（同説、Hueck　TarifVertrag　S．176f£，）

《駐二）此錨に關しては就中Sinzhe1mer（B）S．127f£tLdortZi－

　　tierむe参照。

（註三）同時履行の抗辮が比較約多敷の鴬事者ある讐務契約に於て適

　　用の困難あるは既に民法組合契約に關して認められて居る（拙

　　著債礎各論五〇九頁及び註）、協約に付て援用するの不適當なる

　　は寧ろ當然である。

（駐四）或は此貼より出叢して現今の勢働契約を極端に無常のものと

　　観じ勢働契約は途にB批rg我ing　of　opportunitiesに過ぎすと論
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　　るに至る（Commolls，Leg翫1景》und我tiollsofCa、p茸a，lism，p．284

　　E）事實に囚はれて法律を輕視する議論である。

幟五）傭主側の損害は軍に事業そのものに關するのみならす得意先

　　其他注文者との間に於ける債務不履行叉は履行不能よりも生す

　　る、傭主側の事業経螢に付き十分の智識経験あるにあらざれば

　　其損害を豫見すろ二とを得ないQ私法上本則として損害賠健が

　　通常生すぺき損害額に限定せらる・立去粕i1は畢寛通常人の豫

　　見を基礎とするものと解すべき理由あり（日民・四一六條一項

　　及び二項参照）。爾ほSinzheimer（B）S・153侃；Sinzheimer‘

　　（A）IL　S・195f£参照o

（註穴）其他損害算定に付き幾多の困難がある。詳細は特にSc五甜，

　　S136f£hlsbes　l33－139多Shlzheimer，（A）11；a．翫O。に譲るo

（註七）　～V．Nothnagd．Exekutbn　durch　soziale　htere3seIlgrupPen

　　1899タ8三nzぬe三n】er，（B）S。127・3Scぬ＆11，S・102猛

完（ ラ士口糸
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　滲考資料
　　，一ず、09〆一
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小 序

　鼓に牧録せる勢働協約法論の墾考資料はイギリス、アメジヵ、

フラン．ス、　ドイツ、オーストリヤ、スヰス、ベノンジツク、オラ

ンダ、イタリヤ、オーストラレシヤに關すものなれども多ぐは

所謂奮法時代のものにして郎ち各國協約法の制定以前の述作に

係る。從て今日より見れば輩に洛革的償値を有するに過きざる

もの少なからす。これ等を特に除外せざりし所以のものは我國

が今爾ほ協約法に關して全く奮法時代に在り必すしも欧洲諸國

の現状と同一に取扱ふ二とを得ざるものあり。且我國にては協

約法論に關する專門的著述未だ存せざるが故に此機會に於て其

研：究の大蓼を：知らしめんが爲めなり。

　屡考資料は相當に集録せる積りなれども特に今唱手に入う難

きもの又は左程の償値なしと考へたるものは創除せ今。資料の

蒐集は余が大正四年民法研究の爲め海外に留學せる際より著手

せるも偶々蹴洲戦箏蘭にしてドイツ、オー一ストリヤ等中欧の著

書、論文、報告書の如きは特に搬出するに困難なうし事情b

り、依て大部分は其當時輩に一覧するに止め置きたり。後畏友

早稻田大學藪授中村宗雄君の渡臥の際、同君を煩して主要資料

の蒐集を爲すを得たり、此機曾に於て同君の厚意と努力とに封

し深甚の謝意を表せんとす。術ほ先輩蜷澤昌貞、季沼淑郎、安

部磯雄三敷授、畏友北澤新次郎、寓井盛之、林未癸夫三藪授、
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協調會黒川圖書館長の好意に因bて：資料の借覧を得ねるは域謝

に堪へざるところとす。

　資料の中、余が特に渉猟引用しナzるものは＊を附しあり、又

民法、商法、民事訴訟法、行政法、其飽一般法律に關する墾考

書目は概ね學者周知のものに係るが故に特に再録せざりしもの

少なからす。

大正十四年一月八日

中　村萬吉識
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小 序

　蛙に拙鐸して牧録せる各國法文は可成的全文の意を傳ふるに

努めたるも間々削除し又は抄要に止めたるものあb、差し紙敷

限りある爲めなり。特にニユジイランド調停仲裁法に至ては浩

翰にして到底其全部を牧容するに堪へす、依て唯其特色を傳ふ

る部分のみを鐸載するに止め他は一切割愛せり。

　ジユウーヅ調停仲裁法（一九〇一年H嬉hn，S・95丘鐸載）．

昌ユサゥスゥールス調停仲裁法（Bulletin　of　the　US・B澱eau　of

hb・r　s七乱tis七ics・w・No・167，P・233丘所載）、イギ’リス産業

裁判所法（Chit七yヲs　S七atutes，1919，p．287fL所載〉、ノノレウエイ調

停法（Bulle伽ofIn七em・L・0翫e，Base1，1915，P・308f£鐸載）

の如き亦紙敷の都合上割愛するに至りね。協約法に關る私案に

はフランス法制研究協會の手に成れるもの少なからす、ドイツ

にも相當にあり．頗る塞考に値するものあれども凡て牧録を見

合はしぬ。

　翻鐸は專ら意鐸とす、鐸語の如き亦余の濁断に出でたり、大

方諸賢の叱正を乞ふ所以なり、且倉卒の際一氣に鐸出せる爲め

誤解誤鐸のなきを保せす、是亦諸賢の指摘是正を待つべきもの

とす。

　　　大正十三年十二月三十一日

　　　　　　　　　　　　　　中　村　萬　吉　識
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（一）　ニユジイランド調停仲裁法（抄謬〉

（一九〇入年法）

第一條　本法は略して一九〇八年職業調停仲裁法（The　Industri＆I

Concili我tion　and　Arbitr乱tioll　Acむ，1908）と構すo

第二第　本法に關する行政事務は勢働大臣の所管とす。

第五峰←一九〇八年、一九一一年改正）傭主に在ては三人以上、勢働

者二在ては十五人営上より成る肚團にしてニユジィランドに於ける特

定の事業に付き叉之に關聯して傭主叉は勢働者の利盆を保護ヌ．は塘進

する爲め適法に成立せるものは本法の規定に依り職業組合σndus樋爵

Ullion）として之を登記することを得。其要件左の如し。

（イ）登記申講書には肚團の名欝を掲け役員ご人之に署名して登記所

に提出すべ1し。

（ロ）申講書には下の書類を添付すべ：し。

一㍉肚團の所驕者及び役員の名簿、但其住所．叉は從業所を附記する

を要す。

二、趾團の定款二通。

三・登記の可否を決する爲め定款の規定に依り特に召集せられたる

総會に於て出席所屡者過孚数を婁て通過せる登記の決議の謄本一通

（ハ）肚照定款には肚團の目的を特示すぺく且下の規定を爲すことを

要す。

四・祉團の爲に協約其他の書類を作成し執行する方法、調停委員會

には裁判所に於て肚團が代表せらる・方法。

六、財産の管理、資本の投下、會計報告に關する事項げ

八・所屡者の登録・其資格の得喪に關する方式條件、勝屡者は三ク

月前肚團の書記に書面を婁て豫告する外、定歓依にり其員罐に係る
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　料金、過料、賦金、其他のものを完濟するに非ざれば肚團より脱退

　することを得ざること。

　第六隆（一）登記は申講の趣旨に依り無料にて之を爲す・登記謹は登

　記抹滑の謹明あるまでは登記の事實及び其敷力に付き確定謹稼方法

　ナこるものとすo

　第七條（一）職業組合の登記を爲したる肚團は其登記の日より登記

の抹清せらる・まで本法の目的に封する限りは法人と爲す◎

　第八條（イ）本法の目的に封してはトレードユニオンの支部は濁立

のトレードユニオンと看徹し本法に依り職業組合たるの登記を爲す二

とを得ぺしQ

　第九條　傭主肚團の登記に付℃は下の特則に依る。

　（イ）組合たる會肚（Cop我r加ership癒m）が1吐團の，所属者たる揚合に

　は各組合員を以て肚團所屡者となす、依て其氏名を名簿に示すぺし

　（中略）。法人たる會肚に付ては此隈に在らす。

　（ロ）定款が明かに禁ぜざる限り、総ての法人たる會肚は嘗然本法に

　依り職業組合喪るの登記を爲し得るものとす、此揚合に於て登記申

講書が成規の手績にて提出せられたるときは第五條規定の要件は溝

　ナこされたるものと看徴す。

　第十條　新に職業組合の登記を爲すべき團§豊は既に登記されたる飽

の團鵠と同一の名欝又は公衆若くは團盟所驕者を欺岡する虞ある類似

の名稽を使用することを許さす。

　第十一條　同一の地方又は産業匠に於ける同一の産業に關し職業組

合の無用の重複を遜くる爲め下の特別を適用す。

　（イ）登記官吏は前掲の重複を生する虞れあり且新組合の勝属者登詑

　ある既成の組合に便宜加入し得ぺしと思料するときは登記を拒縄す

ることを得（下略）Q

　（ロ）登記官吏の拒紹に封しては仲裁々判所に抗告を爲すことをξ量ぐ
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　し、但抗告組合は土地の遠隔「利害の異同其地正嘗の事由に因り饒

　存の組合に加入するよりも猫立に登記することを一暦便宜とする事

　情を謹明するときは此限に在らす。

　第十二傑　職業組合及び登記の當時所属たりし者及び以後之に如入

したる一切の者は登記に因り本法に規定せる調停委員會及び仲裁，々判

斯の管轄罐に服し且本法の規定に依り責に任するのみならす其所属者

喪る地位の存綾中職業組合の規則に拘束せらる・ものとす。

　第十八條　各職業組合は登記せられたる名穣を以て本法の目的に付

き訴を起し又訴を受くることを得、訴訟關係書類其地0）邊達は組合の

議長叉は秘書役に宛つるを以て足る（下略））

　第二十條（一九一一年法律三三號を以て改正）（一）同一産業匠に於け

る同一の産業に關しご以上の職業組合が合憐して…個の組合として登

記を爲したるときは登記官吏は奮組合の登記は合併及び其登記の爲め

抹潰せられたる旨を新登記謹に附記すぺし。

　（ご）同一の産業匠，叉は其一部に於て雷該産業に關し現行の仲裁決定

，又は協約が二以上3）るときは裁判所は決定又は協約富事者の申立に因

り命令を以て其條項を調節することを得べく調節せられたる條項は之

を新丸なる決定又は協約と看倣す、

　（三）前項の命令あるまでは合併は現行の決定叉は協約の敷力を妨け

す㌔

　第二十一條　職業組合は何時にても登記の抹清を申講することを

得但（一）登記官吏は申講を六週間公表したる後抹清することを要し。

（二）現に緊属中の調停叉は仲裁手綾あるときは其決定あるまでは抹潰

することを得す又（三）所屡者過李敷の意思に基くにあらざれば抹潰す

ることを得す。

　登記抹漕は職業組合の人格を解潰せしむるも爲めに其組合及所屡者

は協約又は裁判所の決定若くは命令に基く嚢務、叉は登記抹潰前の慮
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罰若くは責任を発る・ことなし。

第こ十三條　（一一九〇八年法律二三九號を以て改正）（一）傭主又は勢

働落の二以上の職業組合を代表する協議會其他の團膿1は職業組合聯合

（lndustrial　Assocl頗on）として登記することを妨けす。

（二）聯合には組合に關する規定を準用す（略）。但、職業組合聯合は

調停委員又は仲裁々判所委員を選畢する穰利なし。

第二十五條　（一）本法に於ける協約に竃事者たるものは総での揚合

に於て傭主叉は勢働者のトレードユニオン又は職業組合聯含なること

を要す、協約は如何なる産業事項に關する如何なる事物叉は之に闘係

ある事物に付き、又勢働雫議の豫防若くは調停に付き規定するを妨け

す・、

（四）協約期間満了の後と難も他の協約又は裁馴所の決定が之に代は

るまでは爾ほ敷力を有す、但勢働者の職業組合の登記が第二十一條及

び第二十ご條の規定に依りて抹消せらるるときは既限に在らす。

第三十一燥　（一）政府は時々官報に公告して産業匠を劃定す。

第三十三條　（一）各産業匪に書記（Clerk　of　Awards）を置く・書記

は登記官吏の指揮監督に服す。（書記の職務は勢働雫議を調停又は仲

裁に附するの申立を受付け、登録し之を庵理すぺく、畢議解決の爲め

調停委員會を開き、調停委員會又は裁劇所に謹人を呼出し其他調停委

員曾及び仲裁々判所の手綾及び決定に關する記録を爲すものとす）。

第三＋六條　各産業匪に調停委員會（Board　of　Concili醐on）を置く

（下略）。

第三＋七條　調停委員會は政府の決定する五人以内の奇数委員を以

て構成す。但（イ）其一人（議長）は地の委員之を選畢し（ロ）他の委員は

當該産業匠の傭主職業組合及び勢働者職業組合各別に投票し各同敷を

選墾す。職業組合にして選摩の日より少くとも三ケ月前に事務所設立

の登記を爲さやるものは選畢権を有せす。



附 錐 笹49

　第三十八條　（一）委員の任期は通常三年とす（下略）。

　第五十條　委員の任期満了の際又は満了せんとする際委員會に繋屡

中の事件あるときは之を完結する爲めにのみ政晦は其任期を延長する

ことを得（下略）。

　第五十四條　事件が適法に委員會に阻せられたるときは下の規定を

適用すQ（イ）委員會は孚議の要鮎に關する事項及び其正しき解決に闘

する事項に付き愼重審理すぺし（・）審理の躊め謹人を喚出し宣誓を行

はしめ訊問探謹を爲すことを得（但仲裁々制所の灌限に属する命令及

び帳簿の提出は此限に在らす）、（ハ）委員會は審理中壌議の李和的解

決を勧告し又必要の揚合には再考を促がす爲め審理を一定期間中止す

ることを得（二）又事件の解決を容易ならしむる爲め之を小委員に縦託

するを妨げすトの

　（．ホ）若し調停成る時は之を協約書に記載し嘗事者又は代理人をじて

規定通り作成し其正本の中一通を一定期聞内に産業匠に供託せしむ。

（へ〉若し斯くの如くき協約が規定に從ひて作成供託せられざるとぎは

委員會は事件の要旨及實質的正義に從ひ適當と信する所に佼り其解庚

の爲め鋤解（Reconmend瀬On）を爲すぺし。（卜）勧解は雫議の各項目

に付いて可成的專門語を避け富事者の爲し叉爲さやるぺきことを軍明

に開示すべし。（チ）勧解は又六ケ月婁上三ケ年間以内にて其有敷期間

を定め及勧解の日よめ一ケ月婁上三ケ月以内にて其敷力開始の期日を

定むぺし（下略）。

　第五十六條　雫議當事者の全部叉は一部が勧解の全部又は之に憂更

を加へて承諾せんとするときは雷事者は事件が仲劫々判所に附せらる

・まで何時にても事件解決の爲めに協約書を作成供託し叉は解決の壁

書を産業匠書記に供託することを得Q

　第五十七繰　解決壁書（Me皿o蛾n面m　of　seむtlement）が規定題り作

成供託せらる・ときは委員曾の勧解（必要なる憂更を加へ）は練ての鈷
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に於て嘗事者が規定通り作成供託せる協約と尉一の敷力を有し叉同一

に執行せらるべし

　第五十八條　委員會の勧解が供託せらる・までは営事者は何時にて

も規定に依り同意蜀書（Memo撒ndum　of　cOIlsent）を作成供託して勧解

を承諾することを得、批揚合に於て其勧解を供託するときは渤解は総

ての顯に於て協約と同一の敷力を右す。

　第五十九條委員會に耐せられたる畢議が前各條の規定に依りて解

決せられざるときは下の規定を適扇す。

　（イ）委員曾の勧解が供託せられたる後一ケ月内営事者は何時にても

書記に申立書を呈出して事件を仲裁々劇に附することを得之に因りて

事講iは裁判所に繋屡せるものと看倣さる。

　（・）前項の期間内に薗項の申立なきときは其期間満了の日より勧解

は協約と同一の敷力を有すQ

　第八十一條　仲裁々鵯所は其繋属事件の一切に關し衡李及ぴ良心の

命摩る総ての方法に依り（in　such　ma凱ner　in　all　re凱）ects　asin　equi。

ty瓢d　good　conscience　i樋hinksβt）事件を決定すべき完全且專屡裁

制灌を有す。

　第九十條　（一九〇八年法律二三九號を以て改正）（一）決定は裁判の

趣旨を最も明瞭に且可成的專門語をi避けて開示すべく特に下の各項を

指定すべし（イ）決定の拘束を受くべき嘗初の営事者（帥ちトレードニ

ユオン・職業組合、岡聯合叉は傭主にして快定の當時事件の當事者池

のしもの）、（ロ〉決定が適用せらるぺき産業（ハ）決定が適用せらるぺ

き産業塵（事件開始地の産業匠）（二）決定の有致期間（別段の指定なき

ときは三年）。

　（三）決定は以後同一の産業庭に於て同一の産業に關聯し叉は從事す

るに至れるトレードユニオン其他の者にも亦綾張して適用せらる。

　偶）裁判所は決定中に於て其適用を産業匪内の或る市町村又は一部
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毫こ限定することをイ響・。

　（五）前項の限定的決定と難も同一産業匪内のトレードユニオン其絶

の申立に因り同匿の抱のトレードユニオン其他にも之れが適用を櫨張

することを得Q

　〈六）裁判所は從來下せる決定の適旧を當該産業逼内なる特定の市町

村に，限定することを得」

第九十ご條（一九〇八年法律二三九號を以て改正）（一）裁判所は決定の

有敷期間内何時にても命令を以て下の庭置を爲す特別灌限を右す。

（イ）決定中の訣黙を救濟し叉は敷果を昂むる爲めに決定を訂正するこ

とを得（中略）、但嘗該産業に從事する傭主及び勢働者の重要なる数

（subsむanもial　number）が之を欲する旨を裁判所が先づ認めたるにあら

ざれば訂正することを得す（下略）。（二）決定に拘束せらる・傭主に雇

入れられたる雰働者に射しては決定は當然亦適朋せらるQ

　第九十四條　裁判所は成規の通達を爲し牝る上決定の嘗事者たるぺ

き者を追加することを得。此揚合に於ては決定は命令中に指定せる制

限を以て是等に墾しても亦拘束力を生す。

　第九十五條　（一）他の職業に從事せる勢働者が或る特電の傭主の或

る一事業に付き雇入れらる・ときは裁判所は決定を其事業の全部叉は

一部にも適用し得るものと爲すことを得。

　（二）前項の揚合には裁判所は雷該事業に從事する關係職業組合に勤

して豫告すべし。

　第九十七條　（一九〇八年法律二三九號を以て改正）裁判所は決定の

有敷期間内何時にても當事者の申立に因り命令を以て決定違反となる

べき事項を確定することを得。

　第九十八條　裁制所は決定の有敷期間内當事者の申立に因り決定又

は命令を以て最低賃率其他の報酬を指定することを得。但指定賃傘を

受くる能力なき勢働者の爲めには低率を特定して可なり。
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　低傘を特定する裁判所、其方法及び條件は決定叉は命令に豫め定め

たる所に依ゐことを要す。

　第百條　（一九〇八年法律二三九號を以て改正）　（一）一九〇八年の

工瘍法に依り任命せられたる工揚監覗員は本法に於ては決定の監硯員

となり、協約、裁判所の決定叉は命令がi適嘗に趣守せらる・ことを監

1魂する職務を有す。

　（五）凡て協約又は決定に拘束せらる、傭主は賃金支沸及び時間外就

業簿を備ふべく、若し傭主が其備附を怠り又は故意に帳簿に虚循の記

入を爲したるときは五十ボント以下の罰金に庭すQ

　第百六條　（一九〇八年法律二三九條を以て改正）仲裁々制所の判事

は其審理に属する事件の法律問題に付き上訴裁制所に意見を求むるこ

とを得、、

　第百七條　（一九一一年法律三三號を以て改正）（一）或る勢働孚議

に於て或る職業組合が當事者なるときは・其組合勢働者が他づ）雫議営

事者に現に雇傭せられす叉は自身其璽議に關係せざるの故のみを鐵て

其宰議に關する調停委員曾又は裁剃所の管轄礎を妨ぐることなし。

　（二）凡て職業組合又は其聯合が雫議を調停委員會に附し叉は協約裁

制所の決定又は命令の強制履行を裁判所に申立てんとするには其事件

ガ下の規定に依りて各組合の所属者の承認を経たることを要す。

　（イ）案件が組合の特別練會の決議を経たる後更に総組合所屡者の投

票に依り其過孚敷の賛成を得たるとき、但投票の結果は議事録に記載

することを要す。

　（三）前項の特別総會は定款に限り正規に構成召集開會せられたるこ

と・但決議案は総所屡者に告示することを要す・組合総會に出席せる

所屡者総敷の過孚敷が賛成したるときに限り提案ありたる云のと看倣

す。（下略）

　第百八條畢議が調停委員會に附せられたるときは下の特則に依る
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（イ）箏議が委員會叉は裁判所に於て終局的に塵理せらる・まで雫議営

事者又は關係雰働者は雫議に關して畢闘手段に亙る一切の行動を爲し

叉之に關與すべからす、僑ほ傭主と勢働者との關係は箏議に拘はらす

糧綾するものとす（抄課）｝

　（ロ）前項の規定に違背するものは五十ボンド以下の罰金に塵す（抄

鐸）（下略）。

　第百十條　決定の有敷期聞内傭主、勢働者、職業組合、其聯合丈は

傭主若くは勢働者の團結が其決定の規定を失敗に蹄せしむる目的を必

て行動を爲したるときは各自に決定を破殿したるものと看徹され依て

塵罰を発れす。

　第百十三條　乱一九一一年法律三三號を以て改正）（一）裁判所又は

調停委員會は事件の本罷に付き衡李に之を慮理すぺき能率を昂ぐる爲

め審理の如何なる程度に在るを問はす職穫を以て又は串立に因り如何

なる事項に付ても命令を以て下の庭置を爲して可なり。

　（イ）當事者の参加叉は削除を爲すこと

　（ロ）手綾に於ける誤謬叉は訣陪を訂正唇補すること

　（ハ）期開を延長すること

　（二）汎く前提として必要又は便宜と認めらる》指令をなすこと

　（二）調停委員會の開會なき揚合は委員長前項の穰i限を行ふ。

　（三）裁判所の閉廷なき揚合には判事第一項の擢限を行ふ。

　第百十五條　裁判肌叉は委員會に繋馬中の事件に關し筍しくも審理

を妨け又は干渉に亙リヌは不利に之に影響を與ふる目的を以て印刷物

其他の物を公けにしたる者は五十ボンドの罰金に慮す。

　第百十六條　當事者が正當の事由なくして出席又は代表を塀怠する

も事件審理の進行を妨けす。

　第百十七條　裁判所又は委員會の構成員に攣更みるも現に審理中の

事件に付ては其進行を妨げす。
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　第百十九條　（二）開廷叉は開會は夜間に於ても之を爲すことを妨け

すしQ

　第百二十一條　國螢鐵道に關しては本法に別段の規定あるときと難

も下の特則に依る。

　（イ）鐵道從業員組合は登記に因りて職業組合と看倣す（抄繹）。

　（ハ）鐵道大臣は從業員組合と時々協約を爲すことを得、此揚合には

國螢鐵道を一事業主と看徴すQ

　（ホ）組合は孚議の詳細を開陳せる講願歌を書記課に呈出し以て仲裁

ル判所に事件の解決確定を申講することを得。

　（ト）此申講には第百七條の規定を準用す。

　第百二十二條　或る産業塵の一部が地匠に編入せられ．叉は濁立の匠

ヌは其一部となりたるときは、當初睡の協約又は決定は地の協約又は

決定あるまで筒ほ其一部に於て敷力を有す。

（二〉ニユジイランド産業調停仲裁改

　　　正法　　　　一九〇入年法律二三九號）

　第一條（省略）

　第二條　本法は一九〇九年一月一日より施行す。

　　　　　第一節　ストラィキ及びロツクアウト

　第三條　（一）本法に於て「ストライキ」とは同一又は異なる傭主に就

勢中に在る又在りし二人以上の鼻働者が左記各號の目的を以て明示又

は獣示にて互ひに相團結、合意又は共謀するに因りて其就勢の全部若

くは一部を停止し、其雇傭契約を破鍛し叉は其停止せる就勢の再就若

くは復蹄を拒縄若くlj惚怠する行動をいふ
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　（イ）雰働條件に付いて其傭主の同意を強要若くは鋤誘し又は其勢働

者本人若くは他の勢働者の要求に從はしむること

　（ロ）其傭主の事業途行に付損失若くは不便を與ふること

　（ハ）他のストラィキを煽動、援助、報助、教唆1又は援引すること

　（二）池の傭主に就勢中の勢働者が勢働條件に付き其傭主をして勢働

者の要求に從はしむるに付き其雰働者を助くること

　（二）本法に於て「ストライキを爲すJとはストラィキに加罐すること

をいひ「ストライカー」とは其加鍵者をいふ。

　第四條　本法に於て「ロツクアウトJとは傭主が左記各號の目的を以

て其業務の揚所を閉鎖し又は其業務の全部叉，は一部を休止叉は停止す

る行動をいふ。

　（イ）努働縁件に付いて勢働者の同意を強要若くは鋤誘し3くは其籟主

．叉は他の傭主の要求に從はしむること

　（ロ）其第働者又は他の勢働者に損失又は不便を與ふること

　（ハ）他のロツクアウトを煽動、欝助、唆致叉は援引すること

　（訴）他の傭主が努働條件に付き勢働者の同意を強要若くは轍誘し叉

は其要求に從はしむるに付き其傭主を助くること

　第五條　←一）決定又は協約に拘束せらるる勢働者が關係事業に闘し

ストラィキを爲し又之に加潅しナこるとき十ボンド以下の罰金に庭す。

　（二）前項の規定はロヅクアウトに準用し且傭主は五百ボンド以下の

罰金に庭すα

　（三）ストラィキ又はロツクアウトに課する罰金は其行動の糧綾に拘

はらす一f牛一同に限るo

　（四）ストラィキ又はロツクアウトに關し既に職業組合又は其聯含が

判決を受けたる後は同一のストラィキ又はロツクアウトに付き其組合

の所鴎者又は傭主に勤しては更に訴追し．叉は訴を縫績することなかる

ぺし9、
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　第六條　（一）他入を煽動、教唆，叉はi援助して不法雫闘（ストライキ、

ロツクアウトの略欝以下倣之）を爲さしめ雛績せしめ、，叉は、他入を

之に加権せしむる揚合に於て、其勢働者なるときは一トポンド以下の罰

金に虚し其職業組合、其聯合、トレ・一ドユニオン、傭主又は非勢働者

なるときは二百ボンド以下の罰金に塵す。

　（二）不法雫闘を爲す者又は其所屡團禮に金品を贈與したる者は不法

宰闘を援．助叉．は密助しナこるものと看傲す、但其意、思なかりしことを謹

明するときは此限に在らす。

　（三）職業組合又は其聯台の所驕者が畢闘に加罐して其時期の如何を

問はす過孚歎に蓬するときは其組合叉は聯合は雫闘を教唆したるもの

と看倣す。

　（四）（五）不法孚闘とは其開始の雷時雫闘者が決定叉は脇約に拘束せ

らる、揚合をいふ）

　第七條　前上規定する罰金は決定監縄員の訴に因りて課し決定違反

に於けると同一の方法に依りてo）み之を徴牧す（下略）。

　第九條　（一）（二）本條に規定する事業に關して雫闘を爲さんとする

勢働者叉は傭主は孚闘開始前一ケ月内に十四日を下らざる豫告を以て

雫闘の意思あることを書面にて通達し其豫告期間経過後に雫闘を開始

することを要す、若し之に蓮反する揚合には略式手綾に依り募働者に

在ては二十五ボンド以下、蒲主に在ては五百ボンド以下の罰金に慮すo

　（三）本條を適用する事業左の如し

　（イ）石炭瓦斯の製造又は供給

　（ロ）電燈」又は電力の起電叉は供給

　（ハ）市街其他の居住民に勤する水σ）供給

　（二）家庭陽の牛乳の供給

　（ホ）家庭窮の生肉の屠製又は供給

　（へ）寡庭用又は工業用の石淡の販費又は配達
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　（ト）公衆貨客の輪途に供せらる・渡船、軌道又は鐵道の運螢

　第十條（一九一一年法律三三號を以て改正）　（一）職業組合ヌ．は其聯

合が前各條の規定に依り不法孚闘に關して塵罰せられたるときは裁判

所は其判決に於て二年を超えざる期闇内其組合叉は聯合の登記を停止

することを得（抄鐸）。

　（二）登記停止の慮分を受けたる組合又は聯合は停止期聞内雫議の調

停叉は仲裁を申立又は纏綾し乃至協約を爲すことを得す、その決定叉

は協約の強制に關する手綾の開始及び縫綾又は登記抹潰の申講に付き

亦同じ。

　（三）登記停止期聞中決定叉は協約は其組合又は聯合に屡する者又は

違反行動の雷時屡せし者に野しては亦其敷力を停止す、是等勢働者の

傭主に謝しても亦同じ。但裁判所は此規定の適用を受くぺき地睡又は

地域を制限するを妨けず。

　（四）登記停止期間内は同一の産業匠に於ける同一の産業に關し欝働

者の新職業組合1又は其聯合の登記を許さす。

　（五）（六）（七）登記停止の命令及ぴ其基本となれる判決に封しては仲

裁た制所に上訴することを得。但上訴の結果原判決叉は命令が憂更又

は破棄せらる・も其憂更叉は破棄は將來に向てのみ敷力を生す。

　　　　　　第二節　決定及び協約の執行

　第十二條　（省略）

　第＋三條　（一）職業組合、其聯合又は傭主が決定又は協約に違反す

るときは各違反に付き百ボンド以下の建約金を課す。

　（二）勢働者が決定叉は協約に違反するをきは各蓮反に付き五ボンド

珍下の遠約金を課す。

第十四條　（一）第二十一條の揚合を除くの外、違約金に關する訴は治

安裁判所（略式裁判所Magisむrate　courむS）の專屡管轄とす。

　（二）訴は其決定又は協約が施行せらる・産業匠又は違反事件の全部
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　叉は一部の襲生せる産業匪の治安裁判所に提起すべし。

　（三）訴は決定監観員叉は決定若くは協約の當事者申立つぺし。

　（四）同一の被告に謝して二以上の違約金0）訴あるときは其総計金

額が治安裁所の管轄に属せざるときと錐もf隷ま訴を岱合す。

　（五）本節の訴に付ては訴訟費用を要せす。

　（六）職業組合叉は其聯合が訴を起すには其定款に依り総會の決議を

経ることを要す。

　Cヒ）被告に封する召喚歌は期日の五日前に逸達すぺし。

　第十五條　期日前二日内に被告が原告若くは裁制所書記に勤して防

禦を爲さやるときは判事は訣席判決を以て原告に勝訴を言渡すべし、

被告は判事の許可なくしては防禦を爲す構利を失ふべし。

　第十六條　判事は原告の申立に係る金額の全額を認むるの外其裁量

に由りて金額を増減することを得べく又蓮反事件輕徴なるときは訴を

却下することを得べし。

　第十七條　（一）原告の得たる違約金額は凡て國庫に聾屡す。

　第十八條　治安判事は事件に付き仲裁々制所の意見を求むる爲め審

問及び判決を延期することを得。

　第十九條　（一九一一年法律三三號を以て改正）（一）訴の當事者は

請求金額五ボンドを超ゆるときに限り仲裁力判所に上訴することを

得。（二）（三）（四）（五）仲裁々判所は本條違約金に關亥る訴に付ては最，

高裁判所と同一の罐限を有し其判決に勤しては不服申立を許さす，叉其

手綾に就ては最高裁馴所の規定を準用す（抄鐸）。

　第二十條　蓮約金の支彿を命する判決は治安裁判所に於ける定額金

叉は損害賠賃の講求に關する裁判と同一の方法のみに依りて之を執行

することを得。（以下抄鐸）但、執行の爲め勢働者の賃金を差押ふべき

ときは、配偶者ある者、寡婦：、子ある寡婦に在ては一週閉ニボントを

超過する金額、其他の勢働者に在ては同一，ボンドを超過する額に断し
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てのみ差押を爲すことを得、叉勢働者の賃金は將來受取るべきものに

付ても差押を爲すを妨けす、此揚合には傭主は裁判所に勤して賃金を

支彿ふべく勢働者が賃金債罐を権保に供し叉は譲渡すも之を以て差押

穫利者に封抗することを得す、f苛ほ違約金不沸に封しては禁鐡に依る

強制履行をも申講することを妨けす。

第二十四際　職業組合又は其聯合が違約金支彿の劇決を受けナこる揚

合に於て其後一ケ月内に支彿を完濟せざるときは、違反行動の當時其

組合又は聯合に屡せし募働者は各自蓮帯して支彿の責に任す、但各雰

働者の責任は五ボンド以上に及ぶ二となし（抄諜）。

第二十六條　違約金の訴罐は違反の事實あり牝る時より六ケ月を経

過するとき壷よま肯滅セこ皇帝す。

　　　　第三節調停手綾

第二十七條乃至第六十條（省略）

　第六十一條　決定又は協約に定むる賃奉以下の賃金を受領したる勢

働者は其契約上の支彿期日後三ケ月を経過するときは傭主に封して其

差額を講求することを得す。

　第六十二條　決定叉は協約に於て幼少年者の爲め就勢年齢を制限し

又は年齢に慮じて賃奪を定めたる揚合に於ては其幼少年者は勢働省の

交付する年齢謹朋書を呈示して雇入を求むるを以て足る、傭主之に基

きて雇入る、ときは年齢に關する1貼に付ては傭主の爲め該謹明書は繕

劉の謹嫁方法となる（抄鐸）。

第六十三條　（一）決定叉は協約が工場叉は商店に關するものなると

きは之を印刷叉はタイブライターに附し常時其入口又は其附近の目立

ちたる箇所に勢働者の讃み易き方法にて掲示すべし。

（二）莇項の規定に違反するときは工場又は商膚の占有者は五ボンド

以下の罰金に塵す。

　第六十七條　（協約の捜張適用に關する件本文に在るが故に省略）o
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第六十九條　（決定叉は協約の敷力に關する件、同上）。

第七十條乃至第七十四條（省略）。

（三〉ニユジイランド調停及び仲裁法

　　　　　　（一九一一年法律三三號）

　第二繰　組合又聯合に付き新登記謹を登行する爲め又は其組合又聯

合の名義が憂更せる爲め其登記を抹浦するも養銀合又は聯合に封して

は決定叉は協約は敷力を失ふことなし。

　第三條　約協に掬束せらる・傭主が其協約の管轄する産業匠の雷該

事業に從事する勢働者の過孚敷を使用するときは裁判所は協約嘗事者

の申立に因り協約を決定とする旨を宣言することを得、但裁劇所に於

て此宣言を爲すときは其協約が規定上公盆に反し又は裁判所の櫨限を

超ゆるものと思料するときは此限に在らす。

　第四條　（一）傭主叉は雰働者の組合聯合は第一審に於て裁判所に謝

し一産業匝を超えて適用せらるべき決定あらんことを申立つることを

程。

　（四）此申立は決定の拘束を受くるに至るべき當事者に成規の方法に

依り告知することを要す。

　（五）此申立の告知あるときは裁判所は各當事者の協定する期日、又

協議調はざるときは申立に因り裁判所の指定すぺき期日に於て其申立

に就き審問すべし。

　（六）裁判所は適當と思料するときは申立に基きて決定を爲すぺし、

此決定は申立に指定せる凡ての産等匿内に於ける凡てのトレードユニ

オン、職業組合、其聯合には傭主を嘗事者として拘束すべし。

　第五條以下（省レ鴫）
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（四）スヰス債務法（服民法典第五編）

　　　　　　（…九一一年三月三十日鋼定．一九一二年

　　　　　　一月一日施行）

　　　第十章　雇傭契約　　B成立

　　　　　III協約（綜合雰働契約）

　　　　　　　L成　立
第三百二十二條　傭主若くは其集團は勢働者若くは其集團との契約

に因り關係傭主及び鍔働者の雇傭關係の爲め一定の規定を設定するこ

とを得。

前項の如き協約が有敷なる爲めには書面に依ることを要す。

協約の存績期間に付き當事者間に別段の定めなかりしときは一年を

経過し喪る後六ケ月の豫告に依り何時にても之を告蜘することを得0

　　　　　　2．敷　力
第三百二十三條　協約に基いて義務を員ふ傭主及び勢働者が締結す

る雇傭契約は協約の規定に祇鰯する限り之を無敷とす。

無敷の約定には協約の規定：を以て當つ。

　　　　　　IV　準則（標準鍔働契約）

第三百二十四條　國務省及びカントン指定の官廃は關係職業團艦叉

は公盆集團に諮問したる上各種の雇傭契約及び徒弟契約に關して準則

を設定することを得、営事者が書面を以て異なる合意を爲さざりしと

きは準則を舩て其契約意思と看倣すQ

準則は適當の方法を以て公表すること要をす。
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（五）フランス協約法（羅灘齢）

　　　　　　（一九一九年三月二五日制定、同年六月

　　　　　　二五日一部改正）

　　　第一節協約の本質及び有敷要件

第三十一條　勢働協約とは一方に於て勢働者の職業團龍其他の集團

の代表者、弛方に於ては傭主の職業團醒其弛の集團の代表者叉は個人．

名義の一人若くは敷人の傭主との間に締結せらる・一個の契約にして

勢働條件に關するものとす。

協約は営事者が互ひに員ふべき護務を定む。特に該協約の規定に該

嘗する種類の勢働に付き協約に拘束せらる・者相互間又は之と三者間

に締結せらるべき各個の勢働契約又は組勢働契約に於て守るべき條件

を定むQ

第三十一條A　協約に別段の規定なきときは協約闘係者は第三者と

の關係に於ても協約の規定を守るべきものとす。

第三十一條B　職業團罷其他集團の代表者が其團髄又は集團の爲め

に協約を爲すには左の要件の一に嫁ることを要す。

（一）集團の定款

（二）集團の特別決議

（三）集園所屡員全部が各別に授與する特別委任歌

前項の規定に依らすして成立せる協約は集團の特別決議を以て追認．

せらる・に非ざれば敷力を生ぜす。

決議の方法は各集團の定めに從ふQ

第三十一條C　書面に依らざる協約は無敷とす。

協約1よ其成立地の調停裁判所（Conseil　de　Prud’hom111es）書記課又は

雷事者の指定する治安裁判所書記課又は富事者の承認せる其地の調停
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裁判所若くは治安裁判所書記課に供託しナこる日の翌日より適用す。

　右の外・協約は其施行地域内にある総ての調停裁制所又は治安裁判

所書記課にも供託することを得べし。

　當事者は協約を洪託せざる調停裁判所ヌ．は治安裁判所の管轄地域内

には協約を適用せざることを規定して差支なし。

　営事者は共同の費用に於て善良なる管理者の注意を以て協約供託の

事務を庭理すべし。

　（一項省略）

　第三十一條D　嘗事者は協約を適用すぺき地域を定むることを要

す。此地域は全國に亙るぺく、特定の地方ナこるぺく、叉或る面揚tる

ぺく・或は一若くは若干の特定工揚にても可なりQ

　前項の定めなきときは、第三十一際C第二項の規定に依り協約を供

託したる調停裁判所叉は治安裁判所の管轄地域に限り協約は適用せら

るぺし、爾ほ其池の調停裁判所又は治安裁判所の管轄地域に付ては嘗

事者隻方より協約を供託したるときにあらざれば協約を適用せす。

　　　　　第二節　條約の存績期間及解約申入

　第三十一條E　協約には存績期間を定めざることを得、叉或る事業

の縫綾期間を以て協約の存績期間となすを妨げすQ

　第三十一條』F　存績期聞の定めなき協約は各嘗事者何時にても第三

十一條Mの規定に依り之を解除することを得べし。

　嘗事者の一方に多敷の勢働者集團あり多激の傭主ありヌは多数の傭

主集團ある揚合には、是等の最後の集團叉は個人が第三十一條の規定

に依り解約申入を爲したる時より協約は其敷力を失ふ。

　第三十一條G　協約の存期綾間を定むるときは五年を超ゆることを

得す。

第三十一條H　存績期間を定め江る協約の期間満了するときは爾後期

　間の曳めなき協約として敷力を有す。
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第三十一條1　協約が或る事業の縫綾期間存綾すべき揚合に於て五

年以上に亙るときは協約は五年の存綾期間を定めたるものと看徹す。

　　　　第三節協約加入及び脱退

　第三十一燦J　協約嘗事者にあらざるものは、その欝働者又は傭主

の集團たると個人たることを問はす絡て協約當事者の同意を得て後よ

り協約に加入することを得ぺし。

　加入は協約を供託したる調停裁判所叉は治安裁判所書記課に加入及

ぴ加入同意の通知を爲したる日の翌日より敷力を生す。

　第三十一條K　協約の拘束を受くる者左の如し

　（一）協約に署名しナこる勢働者及び傭主、特別委任の書面を以て協約1

代理罐を與ヘナこる者。

　（二）協約の當時當事者集團に属し喪る者。但第三十一條C二項四項

の供託の日より一週間内に集團より脱退し且其旨を供託調停裁判所又

は治安裁判所書記課叉は本人に關する榮働雫議を審理すべき調停裁判

所又は治安裁判所書記課に通知したる者は此限に在らす。協約の目的

が人トラィキ又はロツクアウトを止むるに存する揚合にはは右通告期

間を三日に短縮す。

　（三）後日條約に加入せる集團に属する者。但第三十一條」に規定す

る加入の通知の後、前號の手績を経て集團より脱退しナこる者は此限に

在らすQ

　（四）協約の供託後當事者集團に加入したる者。

　（五）個々の傭主は第三十一條」の規定に從ひ先づ協約に加入したる

上ならでは嘗事者集團に加入することを得す。

　第三十一條L協約に存績期間を定めたる揚合叉は協約が特定の事

業の糧績する間存綾すべき揚合に於ては、左に掲ぐる者に限り其存綾

期間の拘束を受くるものとすQ

（一）自から協約を爲し又は後日之に加入したるに因の當事者となれ
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る集團。

　（二）雨條第一號に依り加入しナこる努働者」叉は傭主にして協約に自署

し又は自署を委任したる者。

　（三）前繰第五號に依り協約に加入したる傭主Q

　（四）勢働者及び傭主、但其所属職業團艦其他の集團が直接に其存綾

期間又は其事業の存綾期間に封して協約に加入し且其旨を供託裁判所

書記課又は本人に關する箏議を審理すぺき裁判所書記課に通如しナこる

揚合に限る。

　以上掲けたる者を除く外協約の拘束を受くぺき者に封しては総て協，

約は存綾期聞の定めなきものと看徹す。

　第三十一條M　「存績期間の定めなき協約又は推定的更新の結果不

定期聞存綾すべき協約」（一九一九年六月二五日改正）の営事者たる勢

働者集團又は個々の雇主は何時にても解約申入を爲すことを得◎但解

約申入は地の當事者たる勢働者集團又は傭主集團、個々の傭主全員に

謝して之を爲し且第三十一條C二項に依り協約を供託したる調僻裁糊

所、治安判裁所書記課に之を届出づることを要す。

　右解約申入は別段の定めなきときは一ケ月前に之をなすぺし。

　或る一集團0）脱退あるも第三十一條Fの規定の結果協約が侮ほ終了

に至らざる揚合には、他の當事者も岡じく右脱退の通知を受けたる日

より十日内に前の脱退者の通知せる日に於て協約より脱退する旨を通

知することをξ專ぺし。

　集團が脱退するときは其所屡者も亦當然脱退するものとす、反封の

協定あるときと難も亦然り。

　第三十一十條N　協約が存綾期間を定めざるとき、不定期間更薪せ

られたるとき叉は當人に封して存綾期間の定めなきものと看倣さる・

ときは、當事者集團（勢働者又は傭主の）の所屡者は何時にても其集團

より脱退し且其旨を供託裁判所又は雫議管轄裁判所書記課に届出づ為
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に因り協約より脱退することを得。但本人が一定の期間内脱退を爲さ

ざることを約しナこるときは】此限にあらす。

　繭項の告知は別段の定ある揚合と錐も一ケ月前になすべし。

協約が推定的更新を受けたるときは、営事者集團の各所属者は夏新

の日より一週間内に右規定に從ひ協約より脱退することを得。集團よ

り脱退するも倫ほ協約の拘束を発れざる者に付き亦同じ。

　第三十一號0　野働者又は傭主は五年より長き期間内協約より脱退

・せざ’る旨を糸勺することを得すゐ

　勢働者は其傭主が自から拘束せらるべき期聞よりも長き期聞内協約

より脱退せざるべき旨を勢働契約に於て約することを得すG

　勢働者又は傭主が協約より脱退する椹利を拠棄するも、之を協約供

託裁判所又は争議管轄裁判所書記課に届出づるに非ざれば敷なし。

　第三十一條P　勢働者又は傭主が第三十一條K二號三號規定の方式

に依れば協約より腕退し又は合同的に與へたる委任を解約し得べき灌

利を契約に依り拠棄するも無敷とす。

　　　　第四節　協約の敷力及び制裁

　第三十一條◎　第三十一號Kの規定に依れば倶に協約に拘束せらる

べき傭主及び勢働者の間に勢働契約成立する揚合には其契約上の關係

に付ては假令竃事者に別段の定めあるときと難も倫ほ協約の規定を適

用するものとす。

　第三十一條R　勢働契約當事者の一庁のみが協約の條項に拘束せら

るべき揚合には當事者聞に別段に定めなきときに限り其條項は勢働契

約に適用せらるぺきものと推定す。

　協約當事者にして第三者に封しても協約の規定に從ふぺき揚合に於

て協約違反の條件を第三者との間に承認しナこるときは協約不履行の責

に任す。

　第三＋一條S　協約に拘束せらる・勢働者集團又は傭主集團は本來
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協約の誠竃なる履行を妨ぐべき一切の行動を爲さやる義務を員ふ。

　右集團は協約に定むる程度に依るの外協約の履行に付き謄保の責に

任ぜす。

　第三十一條丁　訴訟能力ある雷事者集團は自己に野する協約違反を

理由として地の嘗事者集團、其集團に屡する者、自己の集團に屡する

者其他協約に拘束せらる・一切の者に封し自己の名に於て損害賠償の

講求を爲すことを得べし。

　第三十一條U　協約に拘束せらる・各個人も亦自己に勤する關係に

於て協約に違反せる他の個人叉は集團に勤し損害賠償の講求を爲すこ

とを得べし。

　第三十一條V　訴訟能力ある営事者集團は其所屡者の爲め特別の委

任を要せすして協約上一切の訴訟を爲すことを得。但豫め其旨を本人

に通知し且本人が異議を申述べざりし瘍合に限る。爾ほ本入は審級の

如何に拘はらす現に繋属中の訴訟に何時にても参加することを得べ

しo

　個人又は集團が協約に基き訴訟を提訴したる揚合に於て或る他の集

團の所屡者が現に協約の拘束を受くるに因り裁判の結果が所属者にも

及ぶべきとき’は、其集團は共同利盆を保全する爲め其訴訟に滲加する

ことを得べしQ

　　　第五節薙　則
　第三十一條X　協約の執行に因り將來生すぺき訴訟の全部又は一部

を豫め定めたる，叉は規定の方法にて定むべき仲裁入に附すべき旨を協

約中に規定するは有敷なξ）とす。

　第三十二條　本章に規定する総ての通知届出は第三十一條C二項に

依り協約を供託すぺき裁判所書記課に爲すべし。

利害關係人は協約其他關係事項に付き無料にて通信を求むる二とを

得べしg協約の謄本を申受くるには費用を納むべし。
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　書記の手嘗、手敷料及び費用の徴牧方法、第一項の通知屈缶を爲す

方法、協約其弛の事項に關する方法は命令を以て之を定む。

（六）ドイッ勢働協約及勢働孚議調停法

　　　　　　（二究三緯三言昌言≡羅藤）

第一條　勢働者の團罷と傭主の個人又は團盟との間に勢働契約の締

結に勤し其條件を書面に依る契約にて規定し喪るときは（勢働協約）關

係人間の勢働契約は協約の規定に反する限りに於て其敷力を生ぜす。

但協約に異なる約定と錐も協約が原則上之を容認し叉は努働條件を勢

働者の爲めに有利に憂更するに存し且協約が明かに之を排斥せざるも

のなるときは之を有敷とす。かくて無敷となれる約定には之に慮富す

る協約の規定を以て之に充欝す。

前項の關係入とは協約當事者池る勢働者及び傭主、協約を締結する

團盟に鵬する勢働者又は傭主、協約に基いて勢働契約を爲したる努働

者及び傭主をいふ。

　第二條　協約が其施行厘域内に於て當該職業の勢働條件を決定する

に付き重要なる地位に達するとき・は、勢働者（菖法は「國の勢働主務省」

Reichsarbei七samt其後改正Reichsarb6iもsministerに代はる）は其協約

を一般に拘束力あるものと宣言することを得。此宣言あるときは其協

約施行睡域内に於ける勢働契約にして勢働の種類に從へば其協約の管

轄に属すべきものに樹しては、假令契約當事者の何れか一方又は蔓方

が協約關係人にあらざるときと難も協約は第一條に規定する拘束力を

生す。

　一一般的拘束力ある協約多数ありて或る契約が何づれの協約に從ふぺ
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きかに付き孚を生じたる揚合には、其事業又は一部に於ける勢働契約

の最名数に鋤する努働籐件を包含する協約に從ふぺしQ但勢働省に於

て別段の規定をなすを妨けす。

　第三條　前條の宣言は申立に固りてのみ之を爲す。協約當事者及び

或る傭主又は勢働者の團盟にして其所属者が該宣言の敷果を受くべき

ものは右の申立を爲す穰利を有す。

　協約當事音が申立を爲すには協約の原本又は公の認謹ある謄本を邸

立書に添付すべし。當事者にあらざる團罷が申立を爲したるときは、

勢働省は右の書類を協約堂事者より提出せしむぺく、當事者は省の要

求に慮すべき義務あるものとす。

　第四條勢働省は國の公報を蹴て右の申立を公示す。公示には併せ

て異議を申立て得る期間を指定すぺし。協約當事者江る團鵠に勤して

は別に意見を徴すべきものとす。

　前項の期間脛過の後螢働省は申立てられたる異議を参酌したる上宣

言の申立に付き決定を爲す。申立を受理したるときは同時に協約が一

般的拘束力を生すべき時期をも定むべし。

　第五條　一般的拘束力ある協約は之を協約登記簿に登記すぺし、此

登記には協約の施行厘域及び一般的拘束力を生する時期を記入するこ

とを要す。登記手績は別に之を定む。協約の原本又は認謹ある謄本は

協約登記簿の附録として保存すべし。

　何人にても官廃の執務時間中は協約登記簿及び附録の閲覧を許可せ’

らるべし。

　禽ほ宣言に因り協約の拘束を受くるに至りし傭主及び勢働者は費用

を沸ひ協約當事者より協約の謄本を講受くることを得べし。

　登記を爲したるときは之を公示すぺし。公示には本條二項の規定あ

ることをも照示することを要す。

　第六條　協約が一般的拘束ある宣言を付せられたるときは、其協約
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の憂更に付き第二條乃至第五條の規定を準用す。

　第六條A（一尋し二〇年五月三一日布令を以て追加）

　第六條B（同上）（此追加二個條に於ては一般的拘束の宣言を附した

る協約の公示に關する費用の問題、一般の協約に村て其當事者たる傭

主及び雰資組合聯合wirtschaftlic加Vereinig面gell　von　Arbeitgebern一

双nd　Arbeitnehmemは中央及び地方國螢職業紹介所に協約及び其追加

憂更に關する謄本を無僕にて邊附すべきこと等を規定し、併せて罰則

を掲ぐ、全文は　Hoen三ger一一Wehrle　Arbeitsre⑳t1922．S．92－93，を

看よ）。

　　　　　第二節　從業者委員會

　第七條乃至第十四條←一九二〇年ご月四日工揚委員法一Be面ebsr蕊te

gesetz第一C四條を以て剛除、同時に工揚委員法第七八條以下に牧

容、藍條文は例へばHo岱nam，Gewerbe－Ordnung．1919S・962登

等を見よ）。

　　　　　第三節　調停仲裁制度

　第十五條　勢働雫議を解決する爲め國民動員法（九條二項、一〇條

三項）に依り設置叉は存置せられたる各調停仲裁委員會の管匿に於て

當分の内以下の規定に依り從來の箇所に新調停仲裁委員會を置く、但

本法第十九條に規定するものは此限に在らす。

　委員會は其管腿内の傭主及び勢働者を代表すべき各二人の常任委員

及び各一人の臨時委任を以て之を構成す。其他、本條第四項の規定に

依り別に中立委員長を選任するを妨げすQ

　（第三項省略）。

　委員會に於て中立委員會なくして執務するの決議を爲しナこるとき

は、傭主側及び勢働者側常任委員の中に付き一人の委員長及び其代理

を選任すぺし。右の揚合を除く外、委員會は一人の中立委員長及び其

代理を選墾するを要すQ尚ほ委員會に於て個々の事件に付てのみ中立
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委員長を滲加せしむるの決議を爲すことを得、此決議あるときは其中

立委員長を選墓すべし。瘍上総ての揚合に於て決議及び選學は常任委

員全員又その支障あるときは其代理人の多数決に依り之を行ふ。可否

同数其他決を探り難き事情あるときは地方主務官廃（Lalldesze11tr＆1

behoerde）は中立委員長及び其代理を選任す。

　傭主及び磐働者を代表する臨時委員は中立委員長之を選任す、若し

中立委員長なきときは傭主側常任委員及び勢働者常任委員各自の側に

於て之を選任す。臨時委員は孚議に關係ある職業部類より探用すぺ

く、且能ふべき限り勢資組合聯含より提供すぺき候補者名簿に嫁るべ

し。

　農業及び林業に封しては從前の如く特別の調停委員會を設置するこ

とを得。

　第＋』六條　勢資双方の常任委員、臨時委員及び其代理人には女子も

亦選任するを妨けす。（以下省略）

　第十七條　委員會は第十五條二項規定の委員會同し且中立委員長あ

るときは其指揮の下に審議及び議決を爲すべしQ

　委員長は委員會を外に向て代表し常務を庭理し會議を闘き議事を指

揮す。

　中立委員長は傭主又は勢働者の代表者と同一の票決礎を有す、常任

委員中より選撃せられナこる委員長は其部類（註、勢働者側又は傭主側）

の代表者たる資格に於てのみ票決礎を有す。

　第十八條（省略、委員の日嘗實費辮質に關する規定）

　第十九條（一九ご○年二月四日工揚委員法一〇四條二を以て改正）

國及び各地方（州）の事業及び行政に謝しては國又は地方行敦省（砿n＆

esregierullg　fuer　die　Lalldesverwaltullge葺，）の布令に依り特別の調淳

仲裁委員會を置くことを得。

　第二十條（前上・工揚委員法制定の結果・同法一〇四條三を以て委
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員會其他の名構に憂更を加へらる）賃金其他の努働關係に關する孚

議に付き営事者間に脇定の調はざるときは、傭主、夢働者委員會、事

務員委員會、本法第一卜二條に依る代表委員、又委員曾若くは代表委員

なきときは、勢働者側及び事務員側（Arbeitersch諭Ang（s七elltenschaf右

の骸繹、是れ工揚委員法等の認むる一種の集合禮として代表者の選摩

母罷となる）調停仲裁委員會の招集を請求することを得べし。但嘗事者

餐方が甑に工業裁判所、鑛業裁判所、同業主組合（インヌング）の調停

員又は商業裁判所に調停を申立てたるときは此限に在らす。f苛ほ勢資

組合聯合は右傭主側叉は鍔働者側に於ける調停申立灌者の同意あると

きは調停仲裁委員會の審議を講求し得ぺく、若し事議が協約の施行を

目的とする場合には勢資組合聯合も自から請求の槽利を有す。

　勢働協約其他傭主及び聲働者聞の協電に依り特別の調停仲裁機關の

設けあるときは、其管掌に属する孚議に付ては之に附議すべきものと

す、唯此特設機關が行動せざるときに限り、本法に依る調停仲裁委員

會又は他の調停機關に其孚議を附することを得べし。

　第二十一條　雫議の爾霊事者が他の協調機關に附議せす又は協約其

他の取極に於て差當り協調又は調停機關を豫料せられざるときは、調

停仲裁委員曾は當事者が委員會に於て協調の交渉を爲すべきやう斡旋

すべし。叉、協約其他の取極に於て豫料せられたる協調又は調停機闘

♂）るも嘗事者の何れも未だ之に付議ぜざるときは、委員會は先づ以て

之に事件を付すべき旨を促がすぺく、倫ほ之を聴かざるかヌ．は交渉に

至らざるときは委員會自から交渉を開かしむぺしQ

　第二十二條委員會の管轄は關係勢働者の服務地に依りて定まる。

勢働者が二以上の管轄地域に亙りて服務するときは、最初に事件が付

せられたる委員會の管轄に驕するものとす。一時に二以．ヒの委員會に

事件が付せられたる揚合に於て其敦れの管轄に屡すべきかに付き疑あ

るときは勢働省の決定する所に依るQ
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　事件が重大なるときは勢働省は自から協調及び調停を爲すぺく又は

事件其他の調停機關就中聯合國調停機關に付することを得。右何づれ

の揚合にても協議を爲し及び仲裁判蜥を下すに當ては傭主側及び榮働

者側より同敷の代表餐を出だ才しめ之を陪席委員として滲加せしむる

ことを要す。

　第二十三條　委員長は協議を開くに付叉協議σ）進行中雫議に關係あ

る者を召喚審訊することを得。委員長の命令に從はざるときは百マル

クまでの罰金に虎すぺし、正當なる理由なくして出頭せざるどきは拘

留に慮すべし。刑に庭せられたる者は決定逸達の後十四日内に異議を

　申立つることを得（以下省略）。

　雷事者は工揚主総代理人（allgemeine　Ste11vertreter，§45G・0・）支

配入又は技蔀長、叉は勢資組合聯合代表者を以て其代理人となすを妨

けす。

　第二十四條　委員會に於ては爾鴬事を審訊するに依り箏鮎及び判漸

の資料となるぺき事件關係を確實ならしむぺし。

　委員會は又呈供されたる事件關係を明自ならしむる爲め自から若く

は委員長に囑して知惰者（AuskUn伽persollen）を喚問することを得。

　委員會の各員は嘗弓‘者の代表者及び畑情者（Auskun軸personen）に

問を嚢するの椹を有す。

　第二十五條事件關係明白となりたると・きは聯合會協議會を開き各

鴬事者をして相手方の供述及び鑑定人の陳述に謝して意見を述ぺしむ

ぺし。然る上雫議’當事者に協定を爲すぺき旨i勧誘すべ：きものとす○

　第二十六條協定成立したるとき臓公開献を以て其内容を公表すぺ

し。但営事者協定の上公表を止めたるときは此限にあらす。公開ナ伏に

は成るぺぐ委員至部及び爾欝事者の代表者をして署名せしむべし。

（以下省略）。

　第こ十七條　協定成立せざるどきは委員會は仲裁判蜥を爲す仲裁判
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断は嘗事者闇に雫となれる総ての馳に及ぶぺし。

　各個の箏1貼に現に關係し又は嘗て關係し江る者は仲裁判噺に滲加す

ることを得す、その傭主として雫鮎に關係したると叉勢働者委員

會の一員、事務員委員會の一員若くは本法第十二條に規定する欝働者

代表の一員として乃至勢働者團若くは事務員團の一員として之に關係

したるとを問ふことなし。若し之れが爲め仲裁判断を爲す能はざるに

至るときは、委員長は事件を他の調停仲裁委員會叉は何等か他の調停

機關に移途すべきことを勢働省に，申講すべし。

　當事者の一方が映席し又は協議に加はらざるも、爲めに仲裁刺断を

爲すの妨けとなることなし。

　沖裁判蜥の決議は多敷決を以て爲す。傭主側委員総敷の投票と勢働

者測委員線敷の投票と相封峙し而かも中立委員長なきときは委員長は

仲裁判蜥不成立：の決定を爲すぺし。中立委員長あるも探決に加はざる

とき亦嗣じ。

　第二十八條仲裁判噺成立したるときは之を爾當事者に開示すると

倶に一定の期間内に判断に服すべきや否やを表示すべき旨を催告すべ

し。若し其期間内に何等の表示なかりしときは仲裁判蜥に服せざるも

のと看歎すQ

　右1田間備了の後委員曾は公開歌に仲裁判蜥及び之に封する嘗事者の

繹明を掲げ且成るべく委員全部の署名をなさしめナこる上之を公表すぺ

しσ

　第二十九繰協定も仲裁判噺も倶に不成立となり江るときは委員長

は其旨を公表すべし。

　第三＋條　委員會又は委員長の事務取扱に謝して異議申立あろとき

は地方主務官廃之を裁決す。委員長叉は委員が偏頗の虞ある爲め忌遜

せられたるも委員會が之を認めざるに因り異議申立ありたるとき亦同

c（
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　右敦れの揚合にても主務官廃が裁決を爲すに富ては傭圭側及び勢働

者側に付き同徽の代表者を出ださしめ陪席として裁決に滲加せしむぺ

し、裁決に付き辮論を爲すとき亦同じ。

　　　　　第四節　附　　則

第三十一條　（省略）

第三十二條　（省略）

（七）オース”ヤ勢働協約及び調

　　　　停法　（一九一九年一二月一八日希掟）

　　　　　第一節　箏議調停所の構成

　第一條　募働關係より生する畢議を解決し、勢働關係を規律し及ぴ

勢働協約を促進する爲め孚議調停所（Einigung鰍mt）を置くQ

　本法を適用する勢働關係は左の如し

　（イ）職業條例第六章に規定する勢働關係

　（ロ）國警專費局、定期刊行物の印刷及び販費に關する事業、公設媛

　樂揚、各種の衛生治療設備に關する事業に於ける勢働關係

　（ハ）輩に螢利の目的を鋏ぐ爲め職業條例の適用より除外せらる・事

業に於ける勢働關係（註、例へば市町村の事業の如し）

　（二）店舗、管業所其地私設事務所に於ける勢働及び雇傭關係（法文

意鐸）

　（ホ）鑛業法に規定する鑛業及び鑛業椹賃借入の設置する作業所に於

　ける勢働及び雇傭關係

　（へ）農事副業に於ける勢働及び雇傭關係（註、農業及び林業に於け

　る募働關係に及ばす）。
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　公法人を主饅とする事業に於ける雇傭闘係に付ては行政法服務規律

に規定あるものは本法より除外す。

　家内野働叉．は賃鼻に付ては、特馴委員會の管轄に屡する限の亦本法

を適用せす（註、靴工、裁縫工、シヤツエ、刺繍工、造花飾毛細工職

　0）如し）。

　第二條　調停所o）所在地及び管轄匠域は關係地方聴の意見を徴した

る上施行令を以てZを定む。政府は叉施行令に依り敷種の野働關係を

傍せ之に特別の調停所を設置することを得べし。

　第三條　國の肚會行政省長官（Staatssekret我er　fue誉soziale　Verwaltu

ng）は各調停所の委員及び其豫備委員として傭主側及び勢働者、事務

員側より各同敷の代表者を選任すべし。選任を爲す前に關係各職業團

禮より候補者名簿を提出せしむべし。

候補者名簿は其都度定むべき相営期間内に提出すぺきものとす。

　委員及び豫臓員（以下二者を役員と総構して鐸出す）の選任及び躇任

は重要の事由あるときに限り之を許す。

　役員の任期は三ケ年とす。（中略）。役員の業盟に重大の憂更あり爲

めに其代表する職業團（Berufもgruppe）の利盆を保存するに適せざるに

至りたるときは退任することを要す。其他裁判所構成法の規定に依り

裁判官たるの訣格者たるとき叉は鋏格者となりたるとき又は著しき職

業違反又は怠慢ありたるとき亦同じ。

　第四條　調停所の長は肚會省長官の諒解を得て司法省長官之を選任

す但別に任期を定めす叉何時にても解任せらるぺきものとす。（以下省

略）Q

　第五條　所長は其裁量に依り勢働關係叉は案件事物の種類に慮じ調

停所を部に分ちて事務を執らしむべし。倫ほ必要に慮じ調停所々在地

以外にも特馴の部を置くことを得。

　所長自から部の長とならざるときは部長代理を選任し部長の職を行
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はしむる外、各部に努働者及び事務員團より出せる各同藪の部員及び

豫備員を配置すべし。

　第六保　部に於ては部長又は部長代理及ぴ傭主側及び鼻働者（以下

事務員をも含ましむ）側よりの委員少くとも一人出席するにあらざれ

ば審議及び決議を爲すことを得す。但本法第十八條の揚合は此限に在

らす。

　傭主側又は努働者測の委員轍が互に同敷猷上となりたるとき・は其超

過せる委員側に属する委員は年少順に依り超過人藪に至るまで票訣禮

を有せす』。

　決議は部長及び票決灌ある部員の投ぜる票敷の過掌敷を以て之を爲

す。但部長は最後に投票すぺし。

　部員職責を蓋さざるときは調停所長は二千ク・一ネまでの過料（秩

序罰）を課することを得ぺく、此塵分に繋しては庭分逡達の日より十

四日内に上級調停所に異議を申立つることを得べし。

　　　　第二節　調停手績

　第七條　勢働雫議の調停は璽議嘗事者．叉は官靡より之を申立つるこ

とを得。所長は其裁量に依り就中稽や廣き範園に亙る罷業又は閉鎖あ

る揚合には職灌に因りて調停を爲すを妨げす。

　壌議當事者が所長の面前に任意出頭をなしるときは所長は直ちに和

解手績を開くことを得。此揚合を除く外は総て手纏は部に於て之を命

じ、雷事者の外事態を探知するに必要なる限り其蓼加を可とする者を

召喚すべし。

　調停手綾は非公式になすぺし。各鴬事者は代理人を俘ひて手績に出

席することを得べく又富事者の費用を以て其家族、支配人、事務員、

同業者、所驕職業團艦の代表者を代理人として出席せしむることを妨

ぴす。當事者が集團なるときは代理人を出だすことを要す。代理人の

員轍及び其模限に付ては調停所之を定む。
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當事者が手綾に参加するを拒み．叉は正嘗の理由なくして出席せざると

きは其訣席に拘はらす手綾を進行するを妨げす。

　當事者聞に和解調はざるときは調停所は仲裁‘判断を爲し之を鴬事1春

に開示すると共に十四日の期聞内に仲裁判断に服するや否やを表示す

べき旨を催告すべし。此期間内に何等の表示なきときは仲裁判漸を恒

超したるものと看徹す。此期間は申立に因り伸長するを得べし。

　現存勢働關係の畢議に關する仲裁判断にして當事者の承服を得たる

ものは強制執行を爲すことを得べし、調停所の面前に於て成立せる和

解に付き亦同じ。調停所は雷事者の講求に因り仲裁判断叉は和解に勤

して強制執行の爲め債務名義を交付すぺし。

　調停所は決議に依り仲裁判断及び嘗事者の呈供する繹明を公表する

ことを得。

　和解又は承服を得たる仲裁判断の勢働者側鴬事者が職業團膿又は工

揚委員會（Betriebsr我te）なるときは、其和解又は仲裁判断に就ては勢

働協約に關する規定（一一條乃至一五條）を適用す。

　第八條　通常裁判所の管轄は本法の爲め妨けらる・ことなし。孚議

物が現に裁判所に繋屡せるときは、其穫利拘束の縫綾する閥は之に1封

して調停所に調停を申立つること態得す。雷事者の一方が調停所に申

立をなせるも壌議が現存勢働關係より生ぜるものにして相手方が調停

所に於て手綾を爲すことに同意せざるときは事件を調停所に於て進行

せしむることを拒縄するの穫あり。但法律に別段の規定あるときは此

限に在らす。

　調停所長は現存勢働關係に關する法律上の雫議を調停所の手綾に付

することを拒縄することを得。但法律に別段の規定あるとき又は當事

者双方が調停所の手綾を同意し且其仲裁判断に服すぺき旨を約したる

とき1よ丘ヒ限に在らす○

　調停所長は國の行政官廃其他の機關及び地方自治團盟が調停に共力
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すぺきことを講求するの僅ありひ調停所の管轄匪域外に於て當事者・

謹人叉は鑑定人を訊問する必要あり1叉は是等の者に宣誓をなさしめて

訊問をなす必要あり叉は調停所の面前に於て供述をなすことを拒縄せ

られたるときは通常裁判所に共助を依頼することを得ぺし。

　　　　　第三節裁判手綾

　第九條　左の揚合には調停所は工揚委員法（一九一九年五月一五日

附）の規定に基き和解を爲さしめ叉必要に慮じ裁判を爲す職責あり。

　（イ）各別の勢働者は各個の仕事に鋤し約せられたる出來高彿又は箇

當り沸賃金にして綜合的に協定すること能はざるものに付き事業主と

勢働者との聞に一致を見る能はざる場合

　（・）工揚委員會の設置又は代表委員會の選出に關して從業者相互の

聞又は從業者と事業主との聞に雫議ある揚合（以下省略）

　（ハ）工揚委員會叉は代表委員會の事務取扱方に關し雰働者」叉は事業

主と委員との間に寧議を生じたる場合（以下省略）

　（二）搭働者の解雇が工揚委員法第三條九號の規定に從ひ工揚委員會

又は代表員會に於て取清され，叉は工揚委員叉は代表委員が法規に反し

て解雇せられ乃至委員の権限上の行動が制限せられ叉は委員たるの故

を以て不利を蒙りたる揚合（註、以上各號は工揚委員法中の規定を基

礎とするに非ざれば理解しがテこきものあり、依て軍に：大要のみを言睾出

するに止めたり、術ほ弦に工揚委員會といふは同法第一條に依りて工

揚的事業に設置さらる・Betriebsra七にして之を設置すべき事業も同

條に列墾したり、工揚委員會を設置せざる事業にして常時少くとも五

人の賃努者を使用するものには之に代へて代表委員Verむr乱um甑n礎

を置くべき旨同條第二項に規定しあり）。

　爾ほ調停所は一九一九年七月ご十八日の法律（註、少年及び女子雰

働者の就業、鑛夫の第働痔聞及び日曜日休業に關する件）の規定に依

り営事者に協定調はざるときは左記事項に付き裁判を爲すぺし。

　（イ）日々の勢働時間の仲長に闘する事項
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　（・）委員制度の制定又は攣更に關する事項

　第十條　調停所の手績には工業裁判所等の手綾に關する規定を準用

す（要繹）。調停所の裁判は終審とすQ

　　　　　第四節　勢働協約

　第十一條　調停所は更に其管轄地内に於て締結せられたる勢働協約

（Kollek伽eArbei右sver翻ge，Kollekもivvertr蕊ge）の登記に關する事務を

管掌す。

　本法に於て勢働協約とは勢働者又は事務員の職業團艦と一人若くは

数人の傭主叉は其團盟との間に書面に依りて締結せらる・協定（Vere繭

inb我rungen）にして勢働關係より生すべき讐方的灌利義務叉は勢働關

係に付き経濟上意義ある其他の事項を規定するものをいふ。

　岡業組合総會（Genossens曲a臨versammlung）が職業條例第百十四條

Bの規定に從ひ豫め雇職入會（Gehil艶n　ver脇mmlui｝9）の諒解を得て定

めナニるものは之を勢働協約と看徹す、工揚委員會が工揚委員法第三條

一號の規定に從ひ協約が自から特殊規定を豫想しねる協約中の或る事

項に付き協定したる追加條件亦同じ。

　第十ご條協約欝事者の一方又は官廃の申立あるときは調停所は協

約の締結叉は憂更に關する交渉に共力すぺきものとす。

　第十三條　総て協約は成立後十四日内に営事者たる勢働者の職業團

艦、揚合に依ては雇職入委員會又は工揚委員會より締結當事者の代表

者の署名する謹書に作成して之を所轄調停所に供託することを要す。

　傭主職業團膿も亦所轄調停所に協約を供託する穫あり。

　調停所は右供託後八日内に協約の成立を公表し且協約謹書を協約供

託簿に綴込むぺし。

　第十四條　前條公表の翌日より協約の規定は其適用地域内に於て事

業主と勢働者との間に締結せられ盤る総ての契約の部分たるものと看

倣さる。協約と異なる約定は協約が之を排斥せす且雰働者に有利なる
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もの又は協約中に規定：なき事項に闘するものに限り有敷なりとす。

　協約の敷力嚢生の時期に付き協約に別段の定めあるときは其蒔期よ

り前項の敷力を生す。

　右の外協約の適用は公表叉は供託に掬はらざるものとす。

　存綾期間に付き協約中何等の定めなきときは一ケ年の経過後三ケ月

の豫告期間を以て僻孝にても解約申入をすことを得。

第十五條　協約の解繹に付き箏ある場合に於て畢ひの堂事者の一方

，叉は官廃より申立あるときは調停所は審理を闘くぺしσ審理の手綾に

付ては第七條及び第八條の規定を適用す。

裁判所又は行政官聴よ壱）依頼あるときは調停勝は協約の解繹に關し

て意見を供すべし。

　　　　第五節定　　則

　第十六條協約が重要なる地位に蓬したるときは調停所は決議に依

り其全部叉は一部を其適用範園外にも及ばし協約の規定に係るものと

要馳に於て同じき他の勢働關係にも之を適用することを得べし。斯く

て決議に探用せられたる協約の規定を欝して定則（融tz職g）といふ。

　決議には定則の内容、適用範園、敷力嚢生の時期及ぴ有敷期間を指

定すべし。決議は之を公表するとこを要す。公表中には三十日間に調

停所に封して第十九燦に規定せる異議申立を爲し得ゐ旨を明かにすぺ

し。

　右期謝内に異議申立なかりしときは其期間満了の後定則決定に關す

る決議は敷力を生ぜる旨を公表すべし。公表の中には定則が敷力を生

すべき時期を明かならしむべし。定則は之を帳簿に綴込むべしQ定則

の謄本は上級調停所に之を供託することを要す。

　薗項の規定は定則の憂更叉は慶止の揚合に準屠す。

　第十七條　定則の適用地域内に於ては其敷力を生すぺき日より定則

の規定は事業主と勢鶴者とラ）間に締結せらる・線ての契約の一部を成
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すものと看倣さる。定則と異なる約定は定則が之を排斥せす且勢働者

に有利なるもの叉は定則中に規定なき事項に關するものに限り有敷な

りとす。

　総て協約は其適用地域内に於ては其規定と異なる定則の敷力を阻却

　すo

　第十八條　定則の決定、愛更叉は慶止に關する審議及び決議を爲す

には所長叉は所長代理及び傭主側委員及び勢働者側委員の少くとも各

ご人の出席あることを要すQ

審議は勢働者の職業團盟又は傭主の職業團艦叉は官廃の申立ありたる

ときは之を開くことを要す。審議には鑑定人及ぴ知情者（Auskun臨p－

ersonen）を陪庸せしむることを得ぺく、倫ほ他の適宜の方法に依り事

態を探釦することを得べし。

　第＋九條　定則を決定、攣夏ヌ，は慶止する決議に因りて利盆を害せ

られたりとする各當事者は決議公表後三十日内に其取漕を申立つるこ

とを得べし。取潰は決議中の或る規定に限ることを得。

　右決議取溝の申立は上級調停所に之を差出すぺく上級調停所は之に

付き終局的に決定を爲す。上級調停所は決議を確認し、慶止し、其全

部叉は一部に付て塗夏を加へ3ζは審議を新にする爲め事件を原調停所

に差戻すことを得。

　上級調停所の決議の要1貼は之を公表すべし。決議が定則の確定を目

的とするものなるときは其内容の全部を掲け且其規定が拘束力を生じ

tる旨を附言す為ことを要す。批定則に付ては第十七條の規定を適用

す。

　　　　　第六節　上級調停所

　第二十條　國の肚曾行政省に上級調停所を置くQ其委員、豫旙員、

，所長及び所長代理の職務槽限に付ては第三條及び第四條の規定を、叉

其部の設置に付ては第五條の規定を適用す。
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　上級調停所の部は部長叉は部長代理及び傭主r側委員、勢働者側委員

の少くとも各二人出席するに非ざれば決議を爲すことを得す。其他に

付ては第六條二項及ぴ三項の規定を適用すQ

　第二＋一條　上級調停所の職務左の如し。

　（イ）各調停所を監督し及び特に其事務取扱の統一を監観ずること。

　（ロ）定則の決定攣更又は慶止を目的とする調停の決議に勤する異議

に付き決定を爲すこと。

　（へ）多数の調停所の管轄地域に跨るぺき定則を自から決定するこ

と。其手績に付ては第ヤ八條二項及ぴ第二十條二項の規定を準用すo

　（二）総ての定則の登記を管掌すること。

　　　　第七節　附則及び過渡規定

　第二十二條乃至第二十七條（省略）

（入）マクドナノレド氏草案

　　　　　（ludustri飢Agreemens七inもr・duced1912byJ、R我m

　　　　　sey　M乱cl）onald，cited　by　J、H．C曲enアLaw翫nd

　　　　　OrderinlndustryプP・288）

　第一條　ボオト、オブ、ロンドンの地域内及び隣接地域に於ける傭

主及び勢働者間の協約を本法の規定に依りてBoard　Gf　T臓deに登録

するときは、協約の條項は右地域内に於ける総ての勢働契約中に牧容

せられたるものと看傲し、該條項に祇鰯する契約中の條項は之を無敷

とす。

　第二條　（一）前條の協約を爲したる傭主及び勢働者の代表團盟は本

法に依り其協約の登録を：Bo乱rd　ofTrade（以下嘗局と略構す）に申講

す’ることを｛尋。

　（二）申講には協約の謄本、協約を爲したる代表者の資格に關する事
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項、其他嘗局の必要とする地の事項を記載せる書類を添付すぺし。

　（三）欝局は右代表者の資格十分なりと認めたときは協約を登録すぺ

し、但登録申講人が左の各號の一に該鴬するときは協約の登録を拒む

ことを得すQ

　（4）申講人が協約に依り直接拘束を受くぺき傭主叉は勢働者の三分

の一を代表するとき。

　（ロ）申講人が雷該職業に從事する者の縫罷の少くとも孚敷を取扱ふ

ものなるとき、但其代表者がトレートユニオン、フエデレーシヨン其

地の集團に依りて選任せられたときは、其協約の支配する職業又は其

一部に從事する傭主、其組合及び雰働者は何人なりとも相當の條件を

以て其ユニオン、フエデレーシヨン叉は其地の集團に自由に加入し得

べき揚合喪ることを要す。

　（四）登録を申講しナこる代表團膿は當局に勤して其登録の抹溝を申講

する二とを得、又當局は協約を爲したる代表が最早代表の資格なきこ

とを認めたるときは申講を待池す登録を抹潰するを妨けすQ

　第三條（省暑）

　第匹條（省薯）

（九）スルツエル．ロトマノレ氏案

　　　　　（：EnもwuぜSulzer－L・tmar，我usge鳥rbe1むetimAu銑r窃9

　　　　　des　Zenむra王komitees　des　schwe至zerischell　Gr｛iε1ivere沁s）

第一條　工揚叉は職業を同じくする欝働者團艦は個々の工揚主又は其

團龍と契約を爲し賃金其他の勢働條件又は雷事者の共通なる利盆に闘

し蟹i方的穣i利義務を規定することを得。

異なる工揚又は職業に属する勢働者團膿も各自の共通利盆を保奎す

る爲め各工揚主叉は其園艦と協約を爲すを妨けす。
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　　　第二條　協約が有敷なる爲めには左の各號に該嘗するを要ず。

　　　（一）書面に依ること。（二）規定の官署に之を登録し且公示するこ

　　と。公示には登録官署の所在地及び協約成立の旨を記載すべく、協約

　　の内容は之を公示するを要せす。（三）工揚主側の雷事者中に團艦ある

　　ときは別に協約施行の地域を指定すること。（四）協約の存績期闘又は

　　解約申入期間を定むること。

　　　第三條協約は施行工瘍に於て工揚規程中に敢録するか叉は各別に

　　之を工揚中の見易き揚所に護易き字騰にて提示すぺし。何人にても登

　　録官署に就き無料にて協約の閲覧を講ひ得べし。

　　　第四條　協約．hの拘束を受くべきもの左の如し。

　　　（一）協約嘗事者。（二）協約成立の雷事者團艦に屡したる者。但、協

　　約公示の後十四日内其所屡團盟及び相手方代表者に書面を以て拒羅の

　　意思を通じ且其團膿より脱退し丸る者に付ては此限に在らす。

　　豫め同意したる者（暗黙にても可なり）は脱退を爲すことを得す。前項

　　の揚合に於て團艦が拒縮を認めざらんと欲するときは十四日内に規定

　　に依りて異議を申立つることを要す。（三）協約後當事者團罷に加入し

　　たる者は將來に向て拘束を受くべし。（四）協約を爲したる工揚主が後

　　に團結し法令の規定に依りて團艦（org乱nisierte　Ver臨nde）たるの資格

　　を確認せられたる揚合に於て、此團膿1には屡せざるも協約施行地域内

　　にエ揚を有する工揚主ありて協約に該営する雰働者を其工揚に傭使し

　　ヌは新に敦容したろときは當然亦協約の適用を受くべしQ但、其工揚

　　主が協約公示後十四日内に又は鍔働者雇入後十四日内に書面を以て協

　　約雷事者隻方の代表者に反勤の意思を通じたるときは此限に在らす。

　　　第五條　協約義務者の雇傭契約、從業規定叉は工揚規定に鋤して協

　　約は嘗然其部分となる。勢働燥件に闘する強行法規のみは協約に依る

　　も之を憂更することを許さす。協約に基く履行又は損害賠僕講求穫は

　　原告測團艦叉は個人に蹄属のみならす、被告測の地の團髄叉は個人に
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も亦鰭屡す。

　第六條　協約施行地域内に在る協約無關係の工揚主叉は雰働者と難

も、協約の趣旨に從へば其適胴を受くぺき磐働に關して雇傭契約を爲

すときは、嘗事者は此趣旨にて契約を爲したるものと推定す。但、反

劃の確謹あるときは此限に在らす』。

　第七條協約の存績期聞は五年を超ゆることを得すQ存績期間を定

めナこる協約の解約申入は期聞の末日に於て之を爲すことを要ず、左な

くば協約は更に一年間更新せられたるものと看倣す。告知に關し別段

の定めなきときは三ク月前に之を爲すべしQ

　第八條　協約営事者たる團艦が後日解散・分裂又は他と合傍したる

揚合には、其協約上の穫利は、意思表示に因り又は事物の性質上、協

約上利盆の保奄を引受けたる團羅に移屡す。但、揚合に依り、薔團盟

の礎利は關係工揚主又は雰働者を適宜に招集し會議に依りて之を行ふ

を妨けすo右に反し蕉團盟の義務は明かに之を引受けナこる揚合に限り

共之を引受ける團艦、こ移属す。但、協約違反に因り就に薔團聡に勤し

て生ぜる求僕罐其他の請求は此限に在らす。爾ほ團瞬所屡の各員の協

約上灌利義務は其團盟の解敵せる爲め其敷力を憂せす。

　第九條協約は其存績期聞中にても左の方法に依りて慶止叉は愛更

するを妨けす。

　（一）當事春又は其承縫人間に合意あるとき。但、多敷團罷が當事者

牝る揚合には其全部の同意を要し、各團膿が之に同意するには其所属

團罷員過半数の同意あることを要す。個入が協約嘗事者たる揚合には

輩に其過孚数の同意あるを以て足る（以下省略）Q（二）協約當事者ヌ、は

承糧人が新協約を爲したるとき。（三）法律の規定に依るとき（例へば

新工場法の如し）。（四）経濟上重要なる憂動あり叉．は企業所得引緬き

著しく塘減し喪る爲め協約の條項が嘗事者に甚しく不利となリナこる揚

合に於て、右第一號の規定せる要件を具備するとき、嘗事者又は承縫
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人は一方的に仲裁々剰所に繋して協約慶止の中立を爲すことを得。

　第十條　総ての揚合を通じ輩に輕微なる攣更を協約に加ふるに止ま、

るときは、豫め協定しある委員會の同意を経るを以て足る。


